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は じ め に

本年もまた記録的な猛暑が繰り返される中、7月には最大震度 7を観測した

令和 8年熊本地震が発生し、8月にも千葉県や北陸地方など各地で大雨による

甚大な被害が発生している。全国で相次ぐ地震や豪雨、台風などの自然災害

は、いつ、どこで、どのような災害が発生しても不思議ではないという現実を

改めて突きつけている。このような状況において、南海トラフ巨大地震等も見

据え、最悪の事態を想定した強靱な都市づくりを一層進める必要がある。

一方、物価の高騰は市民生活や事業活動に大きな影響を及ぼし続けており、

少子高齢化や生産年齢人口の減少、社会保障関係経費の増大など、本市を取り

巻く社会・経済環境は厳しさを増している。限られた財源と人材の中で、市民

の命と暮らしを守り、将来にわたって持続可能な行政サービスを維持していく

ためには、従来の施策や事業を漫然と継続するのではなく、不断の行財政改革

とともに、真に必要な分野に限られた資源を重点的に配分していくことが求め

られている。

また、9月 19 日に開幕する第 20回アジア競技大会、10月 18 日に開幕する

第５回アジアパラ競技大会を目前に控え、愛知・名古屋は世界から注目を集め

る大きな転機を迎えている。この歴史的な大会を成功させることはもとより、

大会を契機に生まれる交流や都市の魅力を、本市の発展に確実につなげていか

なければならない。

このような認識のもと、減税日本ナゴヤは「令和 9年度 予算編成に対する

要望」を取りまとめた。「日本 1子どもを応援するマチ ナゴヤ」「子どもを

一人も死なせない名古屋」の実現に向けた取り組みをはじめ、市民が将来に希

望を持ち、安心して子どもを産み育て、働き、暮らし続けることのできる名古

屋を実現するためにも、本要望の趣旨と各項目を十分に検討し、令和 9年度予

算に積極的に取り入れていただくことを強く要望する。
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防 災 危 機 管 理 局

１ 防災対策

1. 避難所となる全小学校体育館への空調整備は「令和 10 年度までに完了」と
されており、未だ整備されていない体育館がある。酷暑での避難生活に鑑
み、教育委員会と予算も含めた強い連携を取り、早期の全校整備に努める
こと。

2. 福祉避難スペースについて、各避難所の実情に応じた避難所ごとのマニュ
アルを作成するとともに、避難者の誰もがわかるように、平時から地域に
周知するための広報を工夫すること。

3. 災害時において、感染症への不安などから車中泊を選択する避難者に対
し、エコノミー症候群等のリスクが高いことを周知するとともに、避難所
への誘導を適切に行うこと。やむを得ず車中泊を選択する場合において
は、エコノミー症候群等のリスクを軽減する方法を周知し、注意喚起する
こと。

4. 指定避難所運営マニュアルに基づき、女性や障害者、セクシュアル・マイ
ノリティ等の視点に立った対応や運営について、各種団体から意見などを
聴取し、避難所開設・運営等の各種訓練において更なる充実を図ること。

5. 私立大学をはじめとした民間施設の協力を得て、指定緊急避難場所の更な
る確保を行なうこと。

6. 訓練等において、指定避難所運営マニュアル（概要版）を活用するととも
に、地域から寄せられた質問や意見を集約し、避難所の自主運営を推進す
ること。

7. 「地区防災カルテ」について、地域住民に周知徹底した上で活用方法を説
明する機会を設け、地域の実情に応じた防災活動をより一層推進するこ
と。

8. スマートフォン等が普及している現状とその役割を考慮し、指定避難所に
おける持続可能な電力供給（電源確保）のあり方を更に検討すること。
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9. 避難所受付時の QR コードを活用した避難者情報の自動集約や SNS による
情報発信など、デジタル技術を活用した円滑な避難所運営を推進するこ
と。

10. 異なる行政区間も含め、隣接する学区間で防災協力協定を結ぶとともに、
各学区で推進された防災まちづくり事例や避難所運営、防災訓練のあり方
などの先進的な取り組みについて、地域住民にわかりやすく情報共有する
こと。

11. 外国人に対し、災害時に適切な避難情報を受け取れるよう、名古屋国際セ
ンターのホームページ等において多言語での情報提供を実施していること
を、平時に周知徹底すること。

12. 支援物資等を確保するため、事業者との間で締結している応急生活物資の
供給協定の拡大に努めること。また、物流協定の拡大についても引き続き
取り組んだ上で、検証していくこと。

13. 災害時における関係局との連携を強化し、災害ボランティアコーディネー
ター等の更なる要請に対し、円滑な受け入れができる体制を整えること。

14. 関係局と連携し、各指定避難所及び帰宅困難者を想定した駅周辺における
Wi-Fi 環境の整備を早急に行うこと。

15. 関係局と連携し、帰宅困難者の退避施設の拡充に努めること。また、帰宅
困難者への情報提供について、瞬時に対応できる様々な手法を用いて発信
すること。

16. 南海トラフ巨大地震等に備え、市民が適切な避難行動ができるように、ハ
ザードマップ、スマートフォンアプリ等の使い方を周知すること。特に、
独居の高齢者については特段の配慮をすること。

17. 地域の避難所運営能力の向上を図るため、指定避難所宿泊型訓練をはじめ
とした市民参加型の避難所運営等に関する訓練や講習について、より一層
の充実を図ること。

18. 市民の安全を守る避難指示等については、その発令をためらうことのない
よう、適切に発動すること。
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19. 災害等の緊急時に、幹部職員をはじめ多くの職員が早期に対応できるよ
う、引き続き参集体制の詳細を決定し、人員確保に努めること。

20. 停電になったときでも電池で聞くことができ、電源が入っていなくても緊
急時には電源が勝手に入り、最大の音量で知らせてくれるといった防災ラ
ジオの利点をあらゆる機会を通して周知徹底するとともに、防災ラジオ購
入に対する補助金を検討すること。

21. エレベーターへの防災キャビネットの設置については、安全面やバリアフ
リーの観点に十分配慮しつつも、他自治体の事例などの聞き取りや調査を
しっかりと行い、少しでも市有施設への設置が進むように引き続き取り組
むこと。

22. 令和 6 年能登半島地震における被災地支援で得た教訓や経験を踏まえ、学
区単位での現地報告会の実施など、本市の防災対策の更なる充実に努める
こと。

２ 総合水防訓練・総合防災訓練

1. 毎年、全市一斉に行われる住民参加型訓練と水防活動訓練からなる総合水
防訓練については、昨今の酷暑に鑑み、参加者の体調を最優先した内容、
場所、日程を検討すること。なお、水防活動訓練については、消防団等の
意見を聴取するなど、地域の実情に応じた対応をとること。

2. 総合水防訓練については、消防局が所管する消防団が主となるため、２局
でしっかり連携し、充実した訓練ができるようにすること。

3. 水防活動訓練における熱中症対策を強化し、検閲や講評などの時間短縮を
含めた運営のあり方を検討すること。

4. 毎年、全市一斉に９月最初の日曜日に行われる総合防災訓練については、
災害のパネル展示や非常食の試食など、他都市の事例を調査・研究し、多
くの市民が無理なく参加でき防災意識を高められる内容を検討すること。
また、昨今の酷暑に鑑み、日程についても検討すること。

5. 総合防災訓練において、暑さを理由として重要な訓練内容が省略・縮小さ
れることのないよう、熱中症対策を徹底すること。
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6. 総合水防訓練・総合防災訓練において、消防局との間で「体調不良者の定
義」に齟齬があるため、2 局で統一し、適切な報告をすること。

３ 水害・津波対策、原子力災害対策

1. ゲリラ豪雨等を想定した雨水災害のシミュレーション結果から基礎データ
を取得し、適宜適切なハザードマップ評価を行うとともに、全戸配布した
「なごやハザードマップ」については、命を守るために保管・活用すべき
ものであることを周知徹底すること。

2. 津波浸水想定を踏まえ、指定基準を満たした津波避難ビルの指定を積極的
に行うこと。

3. 原子力発電所の事故等による原子力災害に関し、緊急時迅速放射能影響予
測ネットワークシステム（SPEEDI）による情報を全面公開するルールを
策定すること。また、モニタリングポストによる空間放射線量率の常時監
視を続けるとともに、測定結果をウェブサイトにリアルタイムで表示し、
市民への情報提供に引き続き努めること。

４ 市民への情報提供、防災教育

1. 伊勢湾台風や濃尾地震等の災害歴史について調査や整理を行い、防災・減
災に役立つ情報を引き続き積極的に提供すること。

2. 伊勢湾台風殉難者慰霊祭をはじめ、様々な形で犠牲者の方々に黙とうを捧
げる環境を整えるとともに、伊勢湾台風の被害を風化させることなく、あ
らゆる自然災害の犠牲者を出さないことを目指すこと。

3. 港防災センターについて、老朽化した展示物等の更新はもとより、普及啓
発や機能向上に向けた施設の整備を早期に進めること。

4. 災害時の情報収集の手段となり得る同報無線や市公式ウェブサイト、SNS
や「きずなネット防災情報」の活用方法が周知されているか確認し、不備
があれば見直すこと。また、これまでの本市の被災状況を効率的に収集で
きる手段についても、X ハッシュタグにより広報し、防災教育に努めるこ
と。
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5. 災害に備えた家庭での備蓄を推奨するために、専用アプリ等を開発し、家
庭状況に応じた備蓄品目や数量を市民にわかりやすく情報提供できるよう
にすること。

５ 広域連携

1. 名古屋市近隣市町村との連携を深め、大規模災害への対応、圏域全体の防
災力強化に向けた取り組みを更に進めること。あわせて、国や愛知県との
連携も強化すること。

2. 他都市において大規模災害が発生した場合は、各種協定に基づき、積極的
に災害応急復旧や復興に係る支援を行うこと。

3. 東日本大震災の教訓を継承するため、被害者の貴重な生の声を聞ける機会
の確保に引き続き努めること。また、本市が先駆けて行った｢行政まるごと
支援｣についても他自治体への周知に務め、震災の記憶を風化させることな
く陸前高田市との絆を力に変え、近い将来発生が見込まれる南海トラフ地
震に備え、本市の万全な防災体制を構築すること。加えて、友好都市とし
て、陸前高田市との積極的な交流を継続すること。

4. 職員に対して、被災地に派遣された職員による講演会を積極的に実施し防
災意識の高揚を図るとともに、本市の防災施策に活かすこと。

5. 災害等による停電時に公共施設の電力を確保するための方策として、市民
や事業者に対し、電気自動車など外部給電可能な車両の登録を幅広く依頼
すること。
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市 長 室

１ 広報・広聴

1. 広報幹事会において、予算編成方針などを勘案し重点的に広報・広聴する
事業を定め、事業執行部門と連携して、手法並びに媒体の選定・活用によ
り一層の戦略的な広報・広聴に努めること。

2. 市政アンケートなど、市民から意見聴取する機会を確保するとともに、テ
レビ視聴率・ラジオ聴取率、市公式ウェブサイトのアクセス数、インター
ネット動画の再生回数などから費用対効果をしっかり分析し、その結果を
基に適切な媒体の選定・活用に努めること。

3. 市政出前トークについて、年代やグループごとに市民の関心のあるテーマ
を設定するとともに、広報なごやなど様々な媒体を使い市民に広く周知
し、利用状況の把握・分析を進めた上で、利用率の向上にも努めること。

２ 広報なごや

1. 広報なごやを身近な広報紙とするために、各局区室と連携の上できる限り
新しい情報を掲載するとともに、発行までのタイムラグの短縮に注力する
こと。

2. 他都市の先行事例などを研究し、市民にもっと身近な媒体になるように努
めること。
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総 務 局

１ デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進

1. 電子申請等スマホ社会に対応した行政サービスのデジタル化により、手続
きの利便性の向上を目指すとともに、災害対応や救急、教育、まちづくり
やエンターテイメントなど、あらゆる分野でデジタルトランスフォーメー
ション（DX）を推進し、先進技術を活用して全国で一番と言われる最先端
デジタル都市を早急に目指すこと。

2. 行政文書の電子決裁を推進し、紙でやり取りしている文書をペーパーレス
にし、組織内の意思決定プロセスが迅速に行われるようにすること。あわ
せて、電子決裁（文書）における管理方法のあり方について検討し、文書
管理システムの再構築を早急に実施すること。

２ 行財政改革

1. 必要な市民サービスを確保するため、効果の薄い事業の見直しとより効果
の高い事業への予算配分、複数部局で実施されている重複事業の統廃合な
ど、行財政改革を推し進めること。また、新規・拡充事業を実施するた
め、業務フローの可視化・分析調査を実施した上で、既存事業の廃止・見
直しや歳入の確保を図る等の行財政改革を早急に行い、必要となる財源を
確保すること。

2. 企業や大学、NPO など多様な民間主体と行政が連携し、それぞれの能力や
資源などを結集して共に社会課題の解決を目指すために、民間からの提案
や相談を受け付ける公民連携提案窓口を活用し、引き続き公民連携の更な
る推進に取り組むこと。また、他都市の先行事例などを研究し、本市にお
いても実施できるものについては早急に検討すること。

3. バウチャー制度や SIB（ソーシャル・インパクト・ボンド）など、民間の
力により社会的課題の解決を促進する新たな仕組みの導入について早急に
検討すること。
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4. 本庁舎をはじめとした市民の財産である市有施設の更なる活用について、
関係機関と協議の上、市民に開かれた施設となるように努めること。あわ
せて、参考となる他都市に積極的に出向き、取り組みのノウハウなどを調
査し、なごや・ロケーション・ナビとも連携をはかりつつ、本庁舎の魅力
発信となるイベント等を実施することで、更なる庁舎の活用に早急に努め
ること。

３ 職員の資質向上と人事評価

1. 職員の名古屋に対する愛着を育み、公僕精神の浸透を引き続き図ること。
また、職員の能力・意識の向上とその活用のため、積極的に民間企業への
派遣も含めた業務研修を活発に行うこと。

2. 評価結果を給与に反映させる人事評価制度の更なる定着を図ること。ま
た、公平性が担保されるように、人事評価の基準や結果について、できる
限り本人にフィードバックし、引き続き職員の働く意欲を高めること。

3. 職員を適材適所に配置する仕組みの構築に引き続き取り組むこと。その
際、全庁的に職員のキャリアプランに資するように努め、行政の継続性を
損なわないようにすること。

4. 「名古屋市職員の公正な職務の執行の確保に関する条例」について、運用
状況の公表などにより、その適正な運用に努めること。また、要望等記録
制度については、研修を通じて職員への周知徹底を図るとともに、制度が
形骸化しないように、要望等の記録の例外規定を見直すなど、制度の効果
的な運用に努めること。

5. 職員の不祥事が散見されていることから、市民の信頼を取り戻せるよう、
綱紀粛正や規範意識の向上に更に努めること。

6. 庁内公募について、組織の活性化や職員のモチベーションの向上のため、
課長級ポストにおいても拡大していくとともに、希望ポストを自らが選択
できる環境を整えた上で制度も検討すること。
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４ 職員の採用と人事労務管理

1. 社会情勢及び財政状況を考慮し、職員定数の是正を計画的に行うこと。

2. 職員の労働時間の管理など、引き続き適切な労務管理を徹底すること。ま
た、徹底できない場合には原因究明も含め早急に対応すること。

3. 名古屋市職員の女性活躍・子育て支援プログラムに定めた目標を達成する
ため、女性の管理職登用率の向上、男性職員の育児休業取得率の向上等に
努めること。また、男性職員の育児休業取得率においても、上司から積極
的に声掛けをするなど、100％取得を達成できるように努めること。

4. 市職員向けハラスメント相談窓口の周知や研修などを実施し、ハラスメン
トの防止に努めるとともに、職員アンケートの継続的な実施によりハラス
メントの実態を把握し、対策すること。また、非正規雇用職員等も含め
「絶対にハラスメントをしない・させない」という職場風土を形成するた
め、日頃から何でも話し合える環境を作ること。

5. 市職員に多様で有能な人材を確保するために、新卒者が民間企業と併願し
やすくなるよう、全職種の職員採用試験に適性検査の能力検査、性格検査
を早急に導入すること。

6. 障害者雇用促進法の趣旨に基づき、障害者の正規職員及び非常勤職員の適
切な雇用により一層努めること。

５ 大都市・広域行政

1. 国に対し、大都市への権限・財源の移譲、「特別市」制度の創設を引き続
き求めること。

2. 大都市圏構想を実現するため、名古屋市がリーダーシップを発揮し、近隣
市町村等の住民とも活発な議論を行い、今まで以上に連携強化を促進する
こと。その際には、ニーズの高い防災分野だけでなく、防災以外の分野に
ついても可能なことから早急に対応すること。
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3. 副首都の整備に係る法律の成立を受け、愛知県と名古屋市が連携し、副首
都指定を目指す取り組みを積極的に推進すること。東京との同時被災リス
クの低さ、強固な産業・経済基盤、交通の結節性など本地域の優位性を広
く発信するとともに、国への働きかけや調査・研究、受入体制の検討な
ど、指定獲得に必要な予算を確保すること。

4. 副首都の実現に当たっては、行政区の合区や再編など市民生活に大きな影
響を及ぼす制度変更を前提とすることなく、愛知県と名古屋市の連携を基
本として、現在の行政サービスや地域コミュニティを尊重した制度設計を
国に求めること。

６ 名古屋市立大学及び附属病院

1. 「なごや子ども応援委員会」などのスクールカウンセラーの養成を目的と
した臨床心理コースにおいて、教育委員会と連携し、学生の現場実習の受
け入れや「なごや子ども応援委員会」との連携強化に積極的に努めるこ
と。

2. 研究活動を活かした地域との連携、地域が必要としている人材の育成・供
給、学生の地域に対する愛着や誇りの形成、市民に対する公開講座やイベ
ント等の開催などを通じて、地域貢献活動に積極的に取り組むこと。

3. 名古屋市立大学医学部附属病院について、地域包括ケアシステムを深化・
推進する中で、地域の中核医療機関として高度で先進的な医療を提供する
ため、医療機器の整備や機能の充実を更に図り、全国一の病院を目指すこ
と。

4. 安定的な経営及び質の高い医療を提供するため、医療従事者が働きやすい
環境の整備を進めるとともに、医師•看護師の確保に努めること。

5. 各病院において安全管理のための指針を整備し、取り組みを徹底させるこ
と。特に、発生したヒヤリ・ハット事例等の原因分析・予防対策の検討を
行うなど、医療事故の未然防止・再発防止に努めること。

6. 病院サービスの提供について、利用者がインターネットでの予約確認や変
更、取消、現在の呼び出し番号の確認ができるようにするなど、引き続き
利便性の向上を図ること。
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7. DPC 対象病院において、後発医薬品の推進やコンサルティング会社等を利
用した診療材料の価格交渉など、医療資源をより効率的に活用し費用を最
小限に抑えることで、医療の質を落とすことなく経営改善に努めること。

8. 大規模災害に備え、物流ドローンの活用や近隣市町村との連携、災害時用
の薬の備蓄倉庫の設置等を検討し、災害拠点病院としての機能の強化に引
き続き取り組むこと。

9. 市立大学病院、東部医療センターは、第三次救急医療を担う救命救急セン
ターとしての機能を更に充実させ、「断らない救急医療」を実現するべく
受け入れ体制の強化を図ること。

10. みどり市民病院について、鳴海駅前への移転改築に向けた設計及び手続き
の進捗状況などを区民に丁寧に説明しながら着実に進めること。

７ 第 20 回アジア競技大会及び第５回アジアパラ競技大会

1. 令和８年に開催される第 20 回アジア競技大会及び第５回アジアパラ競技大
会（以下、「アジア・アジアパラ競技大会」という。）に向けて、引き続
き市民への積極的な PR 活動を行い、県民・市民の大会開催に対する認知
度や期待感の向上に努め、機運の醸成にしっかりと取り組むこと。

2. アジア・アジアパラ競技大会の開催にあたり、海外からの来訪者に対し、
日本のマナーやルールの周知を図る方法を検討し、市民生活に対し影響が
出ないように徹底すること。

3. 議員による個人情報無断使用事件において失われた市民からの信頼を取り
戻すために、早急に調査・検証を実施すること。
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4. アジア・アジアパラ競技大会には、アジア各国・地域から多くの選手、関
係者、観客が名古屋を訪れることから、大会を単なる一過性のスポーツイ
ベントとすることなく、多文化共生や国際交流の推進につながる貴重な機
会として最大限に活用すること。「2026 アジア・アジアパラ競技大会
NAGOYA ビジョン」が掲げる、アジアをはじめとする世界の人々との相
互理解を深め、多様性を尊重し、誰もが自分らしく暮らすことのできる国
際都市・名古屋の実現に向け、地域住民と外国人との交流、学校等におけ
る国際理解教育、文化交流、ボランティア人材の継続的な活用など、大会
後にも残る具体的なレガシー形成事業を推進するとともに、必要な予算を
確保すること。

８ その他

1. これからの名古屋市の担い手である学生を対象とした人材育成のプロジェ
クトに注力し、まちづくりや名古屋市に興味を持ち、愛着をはぐくむ仕組
みづくりに努め、学生タウンなごやの推進を引き続き行うこと。

2. 中部国際空港の第二滑走路をはじめとする機能強化の実現に向けた活動を
展開すること。

3. 戦争に関する資料館について、展示等を引き続き充実させる等、多くの来
館者が平和のありがたみを実感できる資料館となるようより一層努めるこ
と。
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財 政 局

１ 行財政改革と税財務

1. 予算編成にあたっては、市民生活と社会経済活動を支えるため、逼迫した
財政状況の中でも限られた行政資源を有効かつ効率的に活用し、効果の薄
い事業を見直し、より効果の高い事業に予算を振り向ける事務事業の見直
しに全庁的に取り組み、全体として市民サービスの質を確保するよう努め
ること。

2. 個人市民税減税について、徹底した行財政改革の努力を継続し、引き続き
実施していくこと。経済対策として実効性と即効性が高い減税額の引き上
げについても、更なる財源確保策と一体的に検討していくこと。

3. 市債の発行にあたっては、財政規律を踏まえ、将来に過度な負担とならな
いよう留意しつつ、必要不可欠な投資的経費の財源とするなど、活用すべ
き妥当性があると判断される場合には活用していくこと。

4. 分権型社会を実現するため、消費税、所得税、法人税等、複数の基幹税か
らの税源移譲を行い、国・地方間の「税の配分」をまずは５：５とし、さ
らに、国と地方の役割分担を抜本的に見直した上で、新たな役割分担に応
じた「税の配分」となるよう地方税の配分割合を高めていくことを、国に
対し引き続き要望していくこと。

5. 財政力指数に基づく国庫支出金の割り落としなど、普通交付税不交付団体
に対する不合理な取扱いを行わないよう国に対し要望すること。あわせ
て、国の制度改正による歳入の減や地方負担の増については、交付税措置
ではなく、全額国費による財政措置を講ずるよう国に対し強く要望するこ
と。
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２ 財政の透明化、情報公開と納税者サービス

1. 公会計制度に関して、国からの要請に基づく統一的な基準により平成 28 年
度決算から作成している財務書類について、市ウェブサイト等によって引
き続き公表を行うこと。また、施設種別ごとの有形固定資産減価償却率の
類似団体比較を行うなど、総務省が取りまとめる財政状況資料集の有効活
用に積極的に取り組むこと。

2. 予算のあらましについて、平易な言葉による説明や図・イラストの活用な
ど、市民に分かりやすい誌面となるように引き続き取り組むこと。また、
若い世代が予算のあらましなどの冊子を手に取り易いよう、引き続き工夫
を続けること。

3. 入札不調があり、事業の遅れが懸念される事案があることから、その原因
を検証の上、契約が適切に実行され、計画的に事業が執行されるように留
意すること。

３ 公有財産の有効活用とアセットマネジメント

1. 新たな行政ニーズに対して既存施設の用途転用や空きスペースの活用等に
努めるとともに、サービスの民営化にも積極的に取り組むこと。また、施
設の集約化にあたっては、市民目線、利用者目線に立った効率的で一体的
な運営・管理を行うこと。

2. 小中学校の空き教室をはじめとする公有財産の有効活用の方策について、
全庁的な視点により、広い世代にわたって利用される地域コミュニティの
拠点とするなど、有効活用が図られるよう積極的に利用調整を進めるこ
と。

3. 公共施設の施設整備費を抑制するため、維持補修や更新計画等の事業提案
を幅広く民間から募る「ナゴヤフロンティア」を活用して、民営化や民営
施設の借上げにより、市が資産を保有しなくても行政目的を達成できる手
法を速やかに検討すること。

4. 保有資産の有効活用促進会議において、全庁的な取り組みを推進すること
により、積極的な広告収入の確保に努めるなど、歳入の増加を図ること。
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5. 今後の人口減少、人口構造の変化に伴う社会的ニーズの変化を見据え、長
期的な視点を踏まえるとともに、駅そば生活圏における都市機能の更なる
強化等、将来のまちづくりを見据えた施設の再配置を行い、アセットマネ
ジメントの取り組みを推進すること。

6. 「名古屋市公共施設等総合管理計画」に基づく再編整備の取り組みについ
て、利用者だけでなく納税者の視点も含め様々な意見が反映されるワーク
ショップを開催するなど、市民が参画できる仕組みの構築に努め、市民の
意見を十分に反映させること。

7. 将来の再編整備等に係る施設整備費の財源として、アセットマネジメント
基金を活用し、再編整備に積極的に取り組むこと。

8. 宝くじから生まれる収益金は貴重な財源であり、これまで被災地支援に活
用されてきた実績もあることから、インターネット販売促進策や新たな購
買層への販売促進策に取り組むこと。
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ス ポ ー ツ 市 民 局

１ 市民活動、男女平等参画・人権の推進

1. 寄付金控除の対象となる NPO 法人の認定や条例に定める NPO 法人の認
定・指定の取得に向けた支援を引き続き行うとともに、ＮＰＯ法人への寄
付に向けた魅力あるふるさと納税制度の活用について全国に発信するこ
と。

2. 災害に備えて、災害ボランティアコーディネーターの養成講座や研修会を
引き続き実施すること。また、全国からのボランティアの申し入れに対応
できる組織体制を確立すること。

3. ドメスティックバイオレンス（DV）やあらゆるハラスメントの実態に寄り
添い、性別を問わず、相談できるサポート体制を強化し、総合相談窓口の
増設や時間延長、SNS 相談の拡充を図るとともに、被害者への丁寧で迅速
な対応を行うこと。

4. DV 等防止啓発カードについて、保育所や商業施設など、女性が日常的に
立ち寄る身近な場所への配架先拡大を進めるとともに、固定的な性別役割
分担意識の解消に向けた意識啓発に取り組むこと。

5. 男性相談については、男性の性暴力被害、DV についての意識啓発など、
男女平等参画における男性への取り組みを強化すること。

6. セクシュアル・マイノリティ等の多様な生き方への理解を促進すること。
また、セクシュアル・マイノリティ専門相談の実施日時等の拡充を行うと
ともに、他都市の先進的な事例を調査し、更なる支援を検討すること。

7. 全国的なハラスメント相談件数の増加傾向を踏まえ、ハラスメント防止に
ついて、企業向け、市民向けの講座をそれぞれ開催するなど、周知啓発を
徹底すること。
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8. 性暴力は被害者の心身に深刻な影響を及ぼす悪質な行為であることから、
「性的同意」について分かりやすいパンフレットを作成するなど、意識啓
発を促し、性暴力の根絶を図ること。

9. 「みんなが輝く名古屋」の実現のために女性の活躍推進は必要であること
から、マラソンフェスティバルナゴヤ・愛知に向けて、名古屋女性ウィー
クを早急に創設すること。

10. 女性活躍推進の観点から、子どもの長期休暇中においては、時差出勤やテ
レワークなど柔軟な働き方への推進を企業へ啓発し、仕事と育児を両立で
きる環境整備を主導すること。

２ 安心・安全なまちづくり

1. 犯罪抑止効果が見込まれる防犯灯の LED 化及び防犯カメラの設置に対す
る助成を行い、地域団体の防犯活動の支援などを引き続き充実させるこ
と。また、6 年以上運用した防犯カメラの更新にかかる補助の仕組みにつ
いて、イラストを交えた誰もが理解できるリーフレットを作成すること。
学区連絡協議会などで、職員が直接、自治会長に説明する機会を設けるこ
と。

2. 自転車利用者のヘルメット着用の努力義務化・自転車損害賠償保険などの
加入の義務化が盛り込まれた「自転車の安全で適正な利用の促進に関する
条例」を市民に周知し、自転車利用者の実態調査を含め、安全適正利用を
促進すること。

3. 自転車利用者に対するヘルメット購入補助を引き続き行うこと。また、成
人対象の補助申請において補助対象とならない事例（購入者と使用者の生
計が同一でないときは不可）があること等、補助申請に係る必要な事柄を
しっかり周知すること。

4. 「名古屋市客引き行為等の禁止等に関する条例」について、引き続き周知
を図るとともに、違反を繰り返させないように徹底した指導・勧告・命
令・過料を行うこと。
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３ 地域コミュニティ

1. 地域コミュニティ活性化推進事業として配置されているコミュニティサ
ポーター支援員５名について、取扱件数の状況や各区の申請状況を精査
し、地域団体の声を聴くこと。また、コミュニティサポーターの存在を地
域に十分に周知すること。

2. 地域コミュニティ活性化推進事業について、地域の声に耳を傾け、地域に
おける人々のつながりの確保や新たな担い手の育成等、地域コミュニティ
の活性化に向けた支援を継続すること。また、町内会・自治会の加入率の
低下及び役員の高齢化が顕著なことから、役員の負担軽減をはじめ、行政
の関わり方を根本的に見直すとともに、町内会・自治会加入率の向上及び
新たな担い手の確保に向けた具体的な施策を講じること。

3. 旧町名復活について、地域での機運の高まりや動向に合わせて推進するこ
と。

4. 名古屋の持つ魅力を再認識するため、引き続き昔の町並みなどの写真を掲
載した銘板の設置、整備を行うこと。

４ 区役所改革

1. 区長が直接予算・組織を要求する仕組みを導入するなど、予算・組織の両
面から区長の権限強化に取り組むこと。あわせて、他の政令指定都市の区
長に関する権限についても調査・研究し、他都市の先進的な事例を取り入
れ、区における総合行政の推進を図ること。

2. 区役所が自主性・主体性を発揮できる仕組みづくりの一環として、区長職
の庁内公募を実施すること。

3. 住民ニーズに応じた取り組みを実施するため、区役所が自主的・主体的な
区政運営を行えるように予算を増額すること。また、区民の思いを市に届
けることができるよう、区長から市長に直接要望できる仕組みを新たに設
けること。



19

4. 災害発生時において、区本部長となる区長が迅速に参集し、区本部の初動
体制の確立に万全を期すこと。区役所における防災力を高めるため、各種
マニュアルや防災訓練の在り方を不断に見直すこと。

5. 区役所業務の民間委託について、他都市の先進的な事例を調査・研究し、
民間活力を導入できる業務の精査を行い、本市の実情にあった方策を具体
的に検討すること。さらに、区役所業務における人工知能（AI）の活用
等、スマート窓口の設置について検討すること。

6. インターネット通販等の拡大に伴う宅配便の再配達の削減や感染症対策と
して有効な宅配ロッカーについて、区役所庁舎等の公共施設に設置し、自
主財源として活用すること。

7. 住民票の写し等のコンビニ交付について、安全かつ市民にとって利便性の
高い、有効な運用を検討すること。

8. コミュニティセンターに設置されている AED が 24 時間、有効に使用でき
るよう、屋外への設置を検討すること。また、防犯上の観点から、AED 設
置場所を撮影できる防犯カメラも同時に設置すること。

５ 区役所整備

1. 今後も増え続ける老朽化に伴う区役所整備については、初動の段階で、区
民の願いを叶える区があったり、区民に一切の説明もなく進める区があっ
たりすることがないように、区民向けの説明手順についてマニュアルを作
成するなど、区民間に不公平が生じないようにすること。

2. 現地以外での整備においては、区役所を利用する区民の理解を最優先と捉
え、現地建て替えとの比較や候補地の選定経緯について、正しい情報を初
期の段階で説明するなど、区民を蔑ろにしないこと。

3. 基本構想における候補地の選定について、他都市は複数候補地を比較検討
したり、候補地 1 か所のみの場合においても、住民に対するアンケートや
対話を重ねたりしていることから、名古屋市の候補地選定の考え方や手順
を根本から見直し、区民から疑義が生じないようにすること。
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4. 老朽化に伴う整備が必要となった区役所について、移転を余儀なくされる
場合は、選定から供用開始までの期間を鑑み、築年数に一定のルールを設
けること。また、候補建物が既存不適格建築物の場合は、改修による活用
ではなく、現建築基準法に適合した区役所とするために建て替えを行うこ
と。

5. 候補地の選定については、区民の交通の利便性を基本方針に組み入れ、他
の政令市のように、公共交通機関で 30 分圏内の立地にすること。時間・距
離が条件に満たない場合は、支所を整備するなどして区民の利便性を補完
すること。

6. 区役所の位置について、地方自治法第４条には、「住民の利用に最も便利
であるように、交通事情、他の官公署との関係等について適当な考慮を払
わなければならない」とあることから、整備場所についてはこれらを逸脱
することなく、法律を遵守すること。

7. 庁舎については、動線を考慮した区民の利便性やユニバーサルデザインを
重視すること。

8. 商業施設での行政窓口の利用実態を調査し、その結果に応じて、庁舎の必
要面積や規模について見直しを図ること。

9. 「名古屋市公共施設等総合管理計画」に施設複合を掲げているが、現場重
視の土木事務所については、地域のハザードマップの想定リスクに配慮し
た位置で整備すること。また、条件が整った場合の複合であるため、機能
が損なわれるような強引な複合整備をしないこと。

10. 将来的な人口の減少、DX 化等の観点から、将来を見据えた適切な規模の
区役所庁舎となるよう、実用的な整備を目指すこと。

11. 整備における庁舎の必要面積については、「東区役所改築検討基礎調査業
務（令和５年１月）」において「令和 4 年度に移転した中村区役所等複合
庁舎の職員一人あたりの面積を踏まえ算出する。」と示していることか
ら、公共性、公平性の観点を重視した真に必要な面積を算出すること。
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12. 各区の環境や土地事情が違うことから、現地以外での整備をする場合は、
適切な土地の確保に向けて、不動産業をはじめとした地域の情報を常に入
手すること。

13. 既存建物を活用した区役所整備を行う場合は、費用対効果だけでなく、竣
工時期やアスベスト含有の可否について早期に調査・公表し、含有が確認
された場合には、公共の建物として相応しいかどうか慎重に検討するこ
と。特に、アスベスト含有の場合は SDGs の考え方をはき違えることな
く、環境局が提示した名古屋市の指針に応じること。また、取得費用の原
資は税金であることから、国土交通省が提示するアスベストの考え方に準
じた価格の算出・交渉を行うこと。

14. 既存建物を活用した区役所整備を行う場合は、すべての情報を区民に分か
りやすく説明し、複数の候補がある場合は、整備費用だけでなく、建物や
周辺道路、交通の利便性など、比較検討できる材料を提示し、区民の意見
を聴取すること。

15. 階段の蹴上げ 15 ㎝以下、踏み面 30 ㎝以上を望ましいとした愛知県の「人
にやさしい街づくり 望ましい整備指針」や、蹴上げ 16 ㎝以下、踏み面 30
㎝以上が望ましいとした名古屋市の「福祉都市環境整備指針」に照らし合
わせ、区役所庁舎の階段は新築の中村区役所に準じ、蹴上げ 15 ㎝、踏み面
32 ㎝とすること。高齢化社会を見据えるだけでなく、不特定多数の方が利
用する公共施設であることや公平性の観点から、行政区によって庁舎内部
の利便性に差異が生じることがないように整備すること。

16. 地下鉄駅を最寄りとする区役所整備の検討については、駅エレベーターか
らの距離を明らかにするとともに、駅エレベーターから整備場所までの道
路状況を調査し、歩行者の安全確保を遵守すること。また、最寄りの地下
鉄駅までの路線や乗換状況も調査対象とすること。

17. バス停留所を最寄りとする区役所整備の検討については、停留場からの距
離を明らかにするとともに、停留所から整備場所までの道路状況を調査
し、歩行者の安全確保を遵守すること。また、最寄りの停留所を通るバス
の系統や本数、乗換状況も調査対象とすること。
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18. 竣工順ではなく、優先順で整備する今後の区役所整備については、改築か
改修かにより重視する項目が異なってくることから、指標による評価が適
切に行えるよう、各区役所の情報を十分に提示すること。

６ スポーツ振興

1. 「マラソンフェスティバル ナゴヤ・愛知」について、市民への周知をはじ
め、名古屋市全体での具体的な盛り上げ策を展開すること。

2. 地域住民が運営主体となり、地域の指導者が子どもを指導する地域ジュニ
アスポーツクラブの育成事業を強化すること。また、地域ジュニアスポー
ツクラブについては、学校等でも周知できるように教育委員会と連携する
こと。

3. スポーツをはじめるきっかけとなるスポーティブ・ライフ月間の実施な
ど、引き続き市民スポーツの振興に努めること。

4. 第 20 回アジア競技大会で正式種目となる BMX フリースタイル・パークを
はじめとした新しいスポーツ競技について、練習施設の整備や大会の開
催・誘致など、積極的に振興に努めること。

5. スポーツを活かした魅力の発信として、名古屋スポーツコミッションを中
心としたプロスポーツチームの試合のパブリックビューイング等を実施
し、スポーツイベントを契機としたにぎわいを創出すること。

6. e スポーツの国際大会を誘致するなど、名古屋の魅力向上のコンテンツと
して引き続き e スポーツの普及に取り組むこと。

7. 障害者がいきいきと生活し活躍できるよう、 障害者スポーツの推進により
一層取り組むとともに、障害者スポーツセンターについては、利用者の意
見を反映した運営を推進すること。

8. 各区のスポーツセンター等における障害者の利用が進むように、スポーツ
教室への支援・協力に引き続き取り組み、障害者が身近にスポーツに親し
める環境づくりに努めること。
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9. 各区のスポーツセンター等における全国大会については、マイクロバスを
駐車できる環境を整えるとともに、駐車代金の設定や駐車許可の申請制度
を取り入れるなど、条例の見直しを検討すること。
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経 済 局

１ 地域商業の振興と金融・流通の円滑化

1. 商店街の魅力を高め、にぎわいを創出する事業を引き続き支援すること。

2. 中小企業に対する資金繰りの相談窓口で応対する人材を強化すること。あ
わせて、中小企業が海外に販路を開拓・拡大する際には、アドバイザーの
派遣を行うなど、個別のニーズに応じた支援をすること。

3. 中央卸売市場の施設整備にあたっては、引き続き市場関係者の意見を聴取
しながら、計画に基づいて着実に進めること。

4. いわゆる「買い物弱者」問題が大都市でも深刻化していくと予想されてい
る中、公設市場で生鮮食料品店等が相次いで閉店している問題について、
後継店舗の募集や民間事業者に対する働きかけ、補助等を強化するととも
に、買い物弱者支援対策について調査・研究を行うこと。

5. 金シャチマネーの実施状況の詳細分析及び制度設計の見直しを行い、
キャッシュレス普及率向上を目指した取り組みを推進するとともに、今後
も景気対策と生活支援に資する効果的な取り組みを実施すること。

２ 都市産業の振興

1. 県と連携の上、産業立地促進補助金や企業立地促進事業等を活用し、企業
誘致に積極的に努めること。その際、関係部局間で情報交換を行う組織体
制を整え、全市的な対応をとること。

2. 東京、大阪に次ぐ経済圏を構築するための中心的な役割を果たすため、国
内外を問わず、産官学等が連携したシティプロモーション活動を積極的に
展開すること。

3. 本市産業の高度化を図り、産業競争力を強化するため、ロボット・AI・
IoT の活用・普及を更に促進すること。また、中小企業等へのロボットや
IoT の導入を支援する技術者を育成し、中小企業等への支援を引き続き行
うこと。



25

4. 新たな産業の創造育成や先端技術の地域産業への普及に努めるため、起業
支援事業を更に強化すること。最先端技術を名古屋市が積極的に購買する
ことや、大企業とのマッチング支援、スタートアップ企業を応援したい金
融機関や投資家を支援するファンドサポートの創設などの支援とともに、
未来を担う小中高生の起業家人材育成を引き続き推進すること。また、
STATION Ai とも連携しながら、スタートアップ支援を実施すること。

5. 産官学連携による IoT 技術を活用し、医療介護に関する機器・ロボットの
開発及び普及を促進すること。また、企業が新製品・新サービスの開発を
目指すための支援を行い、販路拡大等の支援も引き続き行うこと。

6. 航空宇宙関連産業を担う企業が新規立地や設備投資を行いやすい環境の更
なる整備に向け、特区制度を活用した規制緩和に取り組むこと。あわせ
て、販路拡大、人材育成事業の支援を強化、継続すること。

7. 本市におけるロボット・AI・IoT の普及状況や航空宇宙関連産業の進捗に
ついて、市民に対する公開講座や最新機器の紹介等を行い、情報提供に努
めること。

8. 「Maas 先進都市」を目指して、自動運転などのデジタルテクノロジーや
シェアリングサービス、スモールモビリティなど、先進的な技術を取り入
れた新しい交通システム等の実現に向けて、名古屋市が実証実験や実装化
に向けた支援を行うこと。

9. デザイナーなどのクリエイティブ人材、企業や学生の交流を促進し、付加
価値のある新たな地域産業の創出を引き続き支援すること。

10. 中小企業の事業承継が社会的な課題となっていることから、その円滑化を
図り、地域経済の活性化に取り組む施策を実施すること。また、中小企業
の人材確保を支援すること。

３ 勤労福祉

1. 中小企業の「働き方改革」を推進するため、個別の事情を踏まえた上で支
援すること。あわせて、ワーク・ライフ・バランス推進企業認証制度を浸
透させること。
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2. なごやジョブサポートセンターにおいて、新卒者を含めた求職者に対し継
続的な就労支援を行うとともに、ハローワークと協業の上、若年層に対す
る就業相談から就職定着支援まで切れ目のない支援を実施すること。

3. 政府の就職氷河期世代を支援する行動計画に則して、現在の 30～40 代の
正社員化を後押しすること。
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観 光 文 化 交 流 局

１ 名古屋城整備と天守閣木造復元

1. 名古屋城天守閣の木造復元事業を推進すること。その際、有識者や文化庁
と綿密な協議を行い、本市として石垣について十分に対処することを前提
として進めること。また、事業のスケジュールについては、関係各所と調
整の上で工程を再構築し、市民の理解を得られるように努めること。

2. 名古屋城天守閣の木造復元事業について文化庁に申請する場合は、解体・
復元の一体化を進めるための現状変更許可申請を行うこと。

3. 名古屋城天守閣の木造復元事業に向けて、民間事業者と連携した歴史・文
化的魅力が感じられるイベントの開催など機運醸成を図る施策を展開し、
「金シャチ募金」についても引き続き寄付のしやすい環境を整え、広報周
知に努めること。

4. 名古屋城天守閣の木造復元事業に向けて、旧尾張藩（各市町村）、家康出
生地（三河地域）を含めた広域的な盛り上げ施策を展開し、名古屋城と各
エリアを結ぶ「魅力のストーリー化」を図り引き続き発信すること。

5. 天守閣閉館から木造復元事業完成までの期間の来場者数を確保するため、
工事過程を見せる工夫や徳川美術館との催事協業、徳川宗春を観光資源と
した施策展開、歴史的技術を持つ甲冑師等の活用など、歴史や文化に根ざ
したイベントの実施等により魅力の向上に努めること。

6. 金シャチ横丁の第二期整備事業においては、名古屋の歴史とサムライ文化
を体験できる武将観光の目玉となるよう、効果的な施設整備を検討し推進
すること。

7. 特別史跡名古屋城跡の全体整備にあたり、東北隅櫓、多聞櫓、二之丸御殿
等、二之丸地区の整備に向けた調査を引き続き行い、全体整備のビジョン
を確定する作業を早急に進め、市民への情報提供も行うこと。
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8. 名古屋城にある重要文化財等を安全かつ適切に保存・展示する展示収蔵施
設を核として、本丸御殿障壁画の展示など、市民が「本物」の魅力に触れ
られる機会を創出すること。

9. かつて名古屋城の二之丸・御深井丸の北側の湿地に広がっていた下御深井
御庭について、竹長押茶屋などの施設を含め、歴史的背景や価値の発信に
努めること。

10. 名古屋城郭の案内看板の改修に際し、ユニバーサルデザインや二次元バー
コードを用いた多言語化と、歴史的景観を損なわないデザインや書体の統
一化を行うこと。また、照明柱・安全柵のデザイン・色に関しても、案内
看板と同様に歴史的景観を損なわないように改修すること。

11. 来場者が安心・安全に観覧できるよう、劣化の著しい内堀の転落防止柵等
を早期に改修すること。

２ サムライ文化の発信と歴史的なまちづくり

1. 「人生大逆転街道・信長攻路」を中心に、地域と協力して各種イベントを
行い、信長攻路のブランド化事業を拡充すること。また、桶狭間、有松、
大高の観光資源の磨き上げを図ること。

2. 豊臣秀吉などの戦国武将を中心に観光資源を磨き上げ、観光客の誘致を図
ること。また、名古屋駅から豊国神社（秀吉・清正）、荒子（前田利
家）、あま市（福島政則）の人生大出世夢街道整備を更に進めるなど、近
隣自治体と連携した上で、戦国武将ゆかりの施設や史跡等の観光資源の活
用を引き続き行うこと。

3. 織田信長・豊臣秀吉・徳川家康の三英傑を輩出した当地域の特色を活か
し、「信長攻路」「太閤秀吉功路」と同様に、現在の名古屋の礎を築いた
徳川家康ゆかりの地を巡る観光ルートの整備を検討し、他の観光ルートと
連携を図ること。

4. 名古屋城から大須、熱田、有松・桶狭間までの「歴史・文化魅力軸」をよ
り魅力的にするため、名古屋駅から四間道、円頓寺、堀川を経由し名古屋
城につなぐ魅力づくりや堀川を活かしたイベント、熱田神宮界隈の回遊性
を高める施策の実施など、体系的な魅力を創出し発信すること。



29

5. 名古屋市内にある歴史的建造物について、積極的に保存・活用を図るとと
もに、登録・認定地域建造物資産制度や技術的・経済的支援、基金による
活用支援を行うこと。また、名古屋市内唯一の日本遺産である有松やその
他町並み保存地区（白壁・主税・橦木、四間道、中小田井）をはじめとし
た歴史的界隈において、身近に歴史が感じられるまちづくりの推進を図る
こと。

6. 熱田マチづくりの一環として、民間企業や各種団体と密に連携し、伊勢お
かげ横丁に負けない熱田草薙（くさなぎ）横丁を整備すること。

３ 観光戦略と環境整備、インバウンド誘致

1. 展示場の拡充に関して、本市における今後の展示場のあり方についての外
部有識者の意見を踏まえ、他都市における展示場整備の状況を見極めた上
で、総合的な方針に基づいて実施すること。

2. 観光戦略を踏まえ、名古屋コンベンションビューローの位置付けや組織体
制を精査すること。その上で役割分担を明確に行い、更なる観光振興に努
めること。

3. メディアを活用した名古屋の魅力発信、名古屋ブランドのプロモーション
活動をすすめ、ウェブ・SNS・アプリを連動した魅力の編集、発信に努め
ること。

4. なごや・ロケーション・ナビを活用し、ロケーション撮影の誘致、支援や
その作品を活用した PR を行い、名古屋の認知度の向上及び都市イメージ
アップを図ること。

5. 高級ホテルの開業に伴い、世界の富裕層に向けたプロモーション活動を実
施する等、高付加価値旅行者の誘客に取り組むこと。

6. ゲートウェイとしての役割だけでなく、中部北陸９県の関係自治体と連携
して「昇龍道プロジェクト」の効果的なプロモーション活動を実施し、中
部北陸圏への観光客の誘致を図ること。
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7. 徳川御三家筆頭尾張藩を現代風に復活させ魅力を世界に発信するため、
「水」と「木」の繋がりがある旧尾張藩領地の名古屋、犬山、郡上、木
曽、裏木曽の市町村が連携できる枠組みを創設し、情報発信すること。

8. なごや観光ルートバスの増設検討の結果に基づき、新規ルートの開発や従
来ルートの改善等を図ること。

9. 愛知・名古屋 MICE 推進協議会の活動を通して、地域一体となった MICE
誘致を推進すること。また、企業などが市内で行うインセンティブ旅行や
新規開催の見本市・展示会等に関する助成を拡充すること。

10. 相互シティプロモーションの一環として、名古屋にゆかりのある市町村と
友好提携を結ぶなど、国内交流を深めること。

11. 名古屋港エリアを活用した観光プロモーション活動や外航クルーズ船等の
誘致を引き続き促進すること。

12. 名古屋港・名古屋城の海上交通網の整備を進め、中川運河・堀川・宮の渡
し・新堀川・名古屋城お堀まで一帯の観光魅力向上を図ること。名古屋城
のお堀のボート運行を定期実施できるよう努めること。

13. 観光案内所及びまちなか観光案内所の運営において、おもてなし向上を図
る受入体制の拡充を促進させること。また、ムスリムをはじめとした様々
な外国人旅行者への対応など、スタッフ教育、人材育成や DX 導入を図る
こと。

14. 多様性を尊重し、ムスリムなど様々な旅行者が安心できる食事の提供やハ
ラール認証等に適応した食品の普及など、フードダイバーシティについて
の研究・普及を進める協議会を立ち上げるとともに、「名古屋市フードダ
イバーシティ宣言」を行い、啓発普及に努めること。

４ 国際交流・多文化共生

1. 第 3 次名古屋市多文化共生推進プランに基づき、多文化共生施策を推進さ
せること。また、多文化共生社会の実現に向け、名古屋国際センターにお
ける多言語での情報提供や各種相談体制を充実させること。
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2. 多文化共生の推進にあたり、外国人市民が地域の構成員として地域活動へ
積極的に参画できるよう、外国人市民へ情報提供するとともに、受け入れ
る側の地域社会への意識啓発を促進すること。

５ その他の観光コンテンツの創出と磨き上げ

1. なごやめしグランプリの開催、B-1 グランプリの誘致等を行い、なごやめ
しの知名度アップに取り組むこと。また、県と連携して毎月 8 日を「なご
やめしの日」と定め、市民自らがなごやめしを楽しめる機会を創出し、な
ごやめしの普及促進を図ること。

2. コスプレホストタウン等の推進のため、コスプレ・アニメ研究会の開催、
アニメツーリズム推進のためのコンシェルジュを活用し、ウェブサイト、
SNS、アプリの連動により、効果的に本市の魅力を発信すること。

3. まちのにぎわいづくりや魅力向上を図るため、屋外音楽アートイベント等
を開催し、市民が街角で気軽に音楽やアートを鑑賞・発表する機会の創出
を引き続き推進すること。

4. 新たな文化芸術の価値の創造を通じて、都市の活力・魅力を向上させるた
めの体制（名古屋アーツカウンシル）を活用し、若手芸術家の育成や文化
と観光、国際交流、教育、産業など他分野との連携を積極的に推進するこ
と。
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環 境 局

１ 自然環境の保全

1. アスベストが全面禁止となった平成 18 年（2006 年）以前に建築された市
有の建築物の建替え、もしくは改修する場合のアスベスト対応について、
局によって考え方に違いがなく全庁的に統一した対応となるよう、「名古
屋市化学物質対策連絡会議 石綿・VOC 対策部会」などで各局に周知徹底
すること。

2. 「名古屋市災害時石綿飛散防止マニュアル」の中で、アスベストの除去に
ついて、施設の改造、補修、解体などにあわせて実施するなど、施設の状
況に応じて計画的に実施することを記載していることから、それを実行し
ない局に対しては、厳しく指導し、徹底して計画的に実行させること。

3. 老朽化により建替えや改修を余儀なくされる市有建築物が多いことから、
アスベスト対策について徹底したマニュアルを作成すること。

4. 市施設への太陽光発電設備の導入とともに、太陽熱利用設備の導入も検討
すること。

5. 風が弱い場所においても発電可能な小型風力発電システムが開発されてい
ることから、引き続き導入に向けての検討を行うこと。

6. 環境負荷の少ないプラグインハイブリッド自動車に加え、燃料電池自動車
や電気自動車等の次世代自動車の導入推進のため、補助制度・税制上の優
遇措置の継続を引き続き国に要望していくこと。

7. PM2.5 などの大気汚染物質の濃度を継続的にモニタリングし、低減に資す
る指導や監視を引き続き行うこと。

8. 騒音対策について環境基準を満たしていない場合には、引き続き関係機関
への対策を促し、定期的な指導・確認を行うこと。
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9. 藤前干潟について、「保全・再生」「ワイズユース」「交流、学習
（CEPA）」というラムサール条約（特に水鳥の生息地として国際的に重
要な湿地に関する条約）の 3 つの柱に沿って、関係機関と連携を取りなが
ら、環境保全や環境教育に活かすこと。

10. 地球温暖化の緩和や生物の生息・生育の場、雨水の貯留・浸透機能などを
提供するための生物多様性緑化や雨庭、ヒートアイランド対策のための舗
装を取り入れた啓発スポットの整備については、試験整備の状況を踏ま
え、今後に向けた検討を行うこと。また、雨水浸透施設については、市
民・事業者が積極的に設置するよう普及啓発に努めること。

11. 特定外来生物についての情報を収集し、早期に防除する体制を引き続き整
えること。また、市民への注意喚起や情報提供を適切に行うとともに、関
係機関と連携し、必要な事態が生じた場合は速やかに対処すること。

12. 市街地における猛暑対策について、湧水を活用して路面を冷やす実証実験
の状況を踏まえ、積極的に人工排熱の低減につなげること。

13. ヒートアイランド現象及び適応策を啓発するため、市街地での気温測定と
市民への周知を引き続き実施していくこと。

14. 環境に配慮した再利用の取り組みとして、セパブル封筒の導入を検討する
こと。

15. 本市の会議や研修にタブレット会議システムを導入するなど、コピー用紙
の削減、ペーパーレス化を推進すること。

16. 環境に関する啓発イベントを SNS 等で発信するなど環境 PR に転換すると
ともに、環境局が率先してペーパーレス化を図ること。

17. 電力売買の一括契約と民間投資を組み合わせたエネルギーの地産地消な
ど、引き続き名古屋版カーボンニュートラル・脱炭素社会にむけた取り組
みを推進すること。その際には、日本経済を支えてきた自動車産業等の理
解を十分得ながら施策を展開すること。

18. 新堀川の水質改善については地下水の利用にとどまらず、更なる改善に向
けて引き続き関係局と連携し、着実に取り組むこと。
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２ ごみ・資源収集とごみ処理

1. 資源収集方法について、他都市事例の調査・研究を踏まえ、本市の経費に
ついての試算を行い検証すること。また、分別収集用車両の活用だけでな
く、資源回収業者と連携をした上ですべての資源ステーションを廃止し、
資源を各戸収集にすること。

2. プラスチック資源、紙製容器包装・雑がみ、ペットボトル、空き缶、発火
性危険物を排出する場合は半透明の袋は使えないこととしているが、一
部、半透明であっても中身が判別できる程度の袋（スーパーマーケットに
設置された持ち帰り可能な袋）は資源搬出時に使用できることを周知徹底
すること。

3. カラス対策や生活状況の観点から、福岡市の夜間収集など、他都市の先進
的な事例を調査・研究し、高い効果が見込まれる地域でのモデル実施を行
うこと。

4. ビン、缶、ペットボトルを同一の袋で収集している他都市の例を参考に、
資源の収集・選別方法の見直し、費用対効果について積極的に検証するこ
と。

5. 一人暮らしの高齢者が亡くなった際や高齢化に伴う一時的な大量ごみの対
応について、家族や家主に対し、入居時や広報なごやなどで定期的に周知
すること。

6. カラス被害防止のため、生ごみ等の可燃ごみは新聞紙等で覆うことや地面
に置くときの工夫について、市民に繰り返し周知すること。また、カラス
被害防止の可能性について調査・研究を行うこと。

7. ペットボトル等の排出時にはラベルとフタを外すことを市民に繰り返し周
知すること。

8. 可燃ごみに紙資源が混ざりやすい状況であることから、紙資源の排出方法
を市民に徹底して広報・啓発すること。

9. アルミ缶の持ち去りが後を絶たないことから、集団資源回収との調整や資
源の各戸収集について検討すること。
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10. 「名古屋市家庭廃棄物等の持ち去りの防止に関する条例」について、地域
還元を目的とした集団回収団体は規制対象から除外されることを周知し、
誤解のないように努めること。

11. 「名古屋市家庭廃棄物等の持ち去りの防止に関する条例」の施行に伴い、
アルミ缶等の持ち去り件数が減少傾向にあるものの、巡回などの対策は引
き続き行うこと。持ち去りを生活の糧にしている生活困窮者の支援につい
ては、関係機関と連携をとるなど、持ち去りをされることがないように適
切に対応すること。

12. 粗大ごみ回収については、「粗大ごみとなるもの」の品目やインターネッ
トで受付ができることを広く周知するとともに、受付センターの電話番号
の周知、繋がりやすい時間帯を周知すること。

13. 分別が分かりやすい、資源・ごみ分別アプリ「さんあ～る」の活用に向け
て、広く周知すること。特に、分別が分かりにくい外国人に対して、周知
を徹底すること。

14. アルミ缶や新聞紙などの集団資源回収の有益性について、子ども会や老人
会、町内会等に引き続き積極的に広報し、取り組みを推進すること。

15. 粗大ごみの収集について、インターネット申込だけではなく、チャット
ボット活用による LINE 申込の導入も着実に進めること。

16. ごみ処理工場の長寿命化のため、メーカーや専門機関などと協業の上で整
備計画を作成し、改修を進めること。保守・点検作業においてもメーカー
や専門機関などと協業し、今後も適宜適切に行うこと。

17. ごみ処理工場稼働の際には、焼却余熱を発電設備の効率向上や還元施設の
エネルギーとして有効利用し、資源・エネルギーが循環するまちづくりに
努めること。
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３ 循環型社会、脱炭素社会をめざす取り組み

1. 循環型社会の実現を目指すため、３R（リデュース、リユース、リサイク
ル）の充実を図り、引き続き市民に対し広報周知すること。特に、学生や
外国人など市政の情報が伝わりにくい対象者に対しては、より伝わりやす
い方法で広報し、排出方法が理解できるように促すこと。

2. 中小事業者への事業系ごみの３R の啓発・指導を引き続き積極的に行うこ
と。あわせて、テナントビルのオフィス等の排出状況を調査の上、繰り返
しの指導が必要な事業者に対しては予告なく訪問するなど、適切な指導を
実施すること。

3. 家電等の不法投棄について、関係機関と連携の上、パトロールなどの適切
な対策を強化すること。

4. 使い捨てプラスチック製容器包装・製品（ストロー等）の使用を控えるこ
とや、代替品の利用を促すための効果的な普及啓発を実施し、プラスチッ
クごみの削減を図ること。

5. なごや環境大学を通した市民ネットワークの活用や他都市との連携などに
より、SDGs を積極的に推進すること。

6. 路上における喫煙は、周囲の人にやけどや被服のこげ被害を及ぼす危険性
があることに加え、吸い殻のポイ捨てが地域の清掃の負担となることか
ら、引き続き路上喫煙禁止の徹底を図ること。

7. フードドライブが広がることにより、より多くの食品がフードバンク活動
団体などを通して食品を必要とする方へ提供されるように、引き続き協力
や呼び込みをしていくこと。

8. なごや環境大学が 20 周年を迎えたことを契機に、これまでの参加者や参加
団体が他方に広がりを見せているか、講座やイベントが評価をされている
かなどを見極め、今後の運営に活かすこと。

9. なごや環境大学としての一定の成果を踏まえ、今後も環境という分野にと
どまらず、平和や福祉、健康やインフラなど、持続可能な社会に向けた学
びの場として展開すること。
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10. 令和７年に、国内 3 例目として、名古屋市が「ラムサール条約湿地都市」
に認証された記念の年を迎えたことから、児童・生徒たちが校外学習の一
環として藤前干潟の見学の機会を設けることができるように、教育委員会
と連携すること。

４ 健康で安全な生活環境の確保

1. 「安心・安全で快適なまちづくりなごや条例」の対象に加熱式たばこは含
まれていないが、一般市民の中には通常たばことの違いが分からない方も
いるため、喫煙行為との誤解が生じる可能性がある。路上禁煙地区におい
ては加熱式たばこも控えるように要請・周知すること。

2. 路上禁煙地区以外においても、歩きたばこをしないことや吸い殻入れの携
帯を努力義務としているが、罰則がないため、吸い殻のポイ捨てが後を絶
たない。特に、火のついたたばこのポイ捨ては火災の原因にもなるため、
喫煙者にたばこを吸うときのマナーを遵守するように周知すること。
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健 康 福 祉 局

１ 高齢者の社会参加と敬老パス

1. 敬老パス制度について、更なる利便性を追求するため、新たな利用回数計
算の導入に向けて私鉄や JR との協力・調整等を進めること。また、敬老パ
ス利用料の値下げ実現に向け検討を進めるとともに、幅広い世代から理解
を得られるよう敬老パスの利用効果等の丁寧な説明に努めること。

2. 高齢者就業支援センター、福祉会館、鯱城学園等の運営や老人クラブ活
動、社会福祉協議会等への支援を通じ、高齢者の自己実現と社会参加が促
進されるよう引き続き努めること。また、社会情勢や人口構造の変化によ
り高齢者就業支援の必要性が高いことから、引き続き就業意欲を喚起する
イベントや企業セミナーの充実を図ること。

3. 高齢者に就業の機会を提供するシルバー人材センターの機能を強化し、関
係局や民間部門と連携した就労・学習機会等の充実を図ること。

２ 高齢者の孤立防止と地域福祉、介護予防

1. 地域住民が抱えるちょっとした困りごとを住民相互に助け合う地域支えあ
い事業を推進し、引き続き団塊の世代をはじめとした元気な高齢者の地域
貢献活動を促進するとともに、子どもや若年層にも広げること。また、活
動に応じて付与されるボランティアポイントの仕組みづくりを広め、地域
支えあい事業に取り組む学区の拡大に努めること。

2. 行政、医師会など関係団体、介護サービス事業者、民生委員等の関係機関
が構成員となる各区の地域ケア会議において、高齢者が地域で安心して生
活できるよう、地域の実情に応じた支援体制についてきめ細かな検討を行
い、地域包括ケアシステムの構築に向けて深化・推進を図ること。
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3. 高齢者が地域で安心して暮らすために、いきいき支援センターの専任見守
り支援員による見守り体制の機能強化を図ること。また、高齢者の孤立防
止に関するガイドラインを引き続き配布し、高齢者を地域全体で支える地
域包括支援ネットワークを構築し、孤立防止の取り組みを周知啓発すると
ともに、地域コミュニティの活性化を図り、地域でのネットワーク活動に
必要な事項については国や県へも協力を求めていくこと。

4. 高齢者の自発的意思を尊重する観点から、法律や資産管理の専門家といき
いき支援センターが連携して、任意後見制度を含む成年後見制度の更なる
利用促進を図り、現状の課題についても実態を把握し、改善が必要であれ
ば国へも要望すること。

5. 認知症サポーターを増やしていくために、更なる啓発活動や養成講座・研
修等を拡充するとともに、養成したサポーターへの活動場所の情報提供や
フォローアップを継続して行い、活動を支援すること。認知症サポーター
養成講座の講師となるキャラバン・メイト養成講座について、市職員に積
極的な受講機会を設けること。

6. 認知症の家族介護者への支援として、介護に対する負担感の軽減を目的と
した家族サロンや介護者への面接相談などを引き続き実施するとともに、
ピアサポートを重視した家族支援プログラムの充実を図ること。

7. 地域におけるフレイル予防・改善の取り組みが進むように、なごや八○フ
レイルテストの啓発事業を推進し、フレイル予防施策の一層の充実を図る
こと。

8. 身近な地域の集いの場となる高齢者サロンへの支援や、保健センターによ
る「いきいき教室」の実施など、地域での介護予防を引き続き推進するこ
と。また、運動、栄養改善、口腔ケアなどにより介護予防を図る「なごや
介護予防・認知症予防プログラム」の普及啓発に努めること。

３ 介護保険と介護人材の確保

1. 特別養護老人ホーム等について、 第 10 期高齢者保健福祉計画・介護保険
事業計画に基づき積極的に整備を進めること。特に医療的ケアを必要とさ
れる方に対応するため、介護医療院を整備すること。
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2. 高齢者が安心して介護サービスを利用できるように、主治医との連携など
により、要介護認定の結果をできる限り速やかに通知するよう努めるこ
と。

3. 情報共有できる体制づくりとともに、介護にかかわる人材不足の解消や質
の向上を目指すため、ケアマネジャーによるケアプラン作成を補助する人
工知能（AI）の導入について調査・検討すること。

4. 介護従事者の処遇改善について、諸物価高騰の折、大都市民生主管局長会
議等を通じ、必要な対策を講じるよう引き続き国に対し要望すること。

5. 本市独自の小規模介護事業所・復職者支援研修、キャリアアップ研修、福
祉人材育成支援助成事業を実施し、介護職員のスキルアップを図ること。
また、有識者等による介護の人材確保について検討する懇談会等を活用
し、更に当事者の声を聞くなど、質の高い介護サービスを提供できるよう
に努めること。

４ 障害者福祉

1. 「名古屋市障害のある人もない人も共に生きるための障害者差別解消推進
条例」に基づき、障害者差別相談センターと連携し、講演会の開催、条例
についてのガイドブックの配布など、市民への普及啓発につとめること。
あわせて、職員への障害者差別解消推進に向けた研修を引き続き行うこ
と。

2. 障害者差別解消法の改正により、事業者による合理的配慮の提供が義務化
されたことに伴い、零細企業や個人商店等が合理的配慮の提供を的確に行
えるよう、周知啓発と必要な補助を講じるよう努めること。

3. 障害者が地域で安心して自立した生活を行えるよう、グループホームの整
備促進と充実を引き続き図ること。

4. 障害のある方及びそのご家族が住み慣れた地域で安心して生活できるよ
う、地域生活支援拠点事業所と地域生活支援拠点事業を充実させ、周知・
広報を徹底し、地域全体で支えるネットワーク体制の整備を継続して進め
ること。
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5. 障害者の就労・雇用の促進のため、障害者雇用支援センター及び障害者就
労支援センターの運営補助、企業向け障害者雇用職場見学会の開催、就労
支援機関とのネットワークによる就労支援の仕組みの構築・強化など、就
労支援事業のより一層の充実を図ること。あわせて、障害のある方や家族
がスムーズに窓口に行けるよう、就労支援機関の広報を強化すること。

6. 手話言語や障害の特性に応じた意思疎通手段の利用促進について、「名古
屋市障害のある人もない人も共に生きるための障害者差別解消推進条例」
に基づき、普及啓発を図ること。あわせて、県の「手話言語の普及及び障
害の特性に応じたコミュニケーション手段の利用の促進に関する条例」に
ついて県と連携し、引き続きその啓発に努めること。

7. 福祉都市環境整備指針に基づきバリアフリー化を進め、建築物などの設計
の初期段階から高齢者や障害者をはじめとする当事者が参画する場を設け
ることにより、すべての人にやさしいまちづくりを進めること。

8. あいサポート事業について、更に輪を広げ、障害の有無に関わらず誰もが
暮らしやすい名古屋とできるよう、積極的な推進を図ること。

５ 社会福祉施設の災害対策

1. 社会福祉施設における大規模災害を想定した非常食・飲料水の備蓄につい
て、入所者の症状を踏まえ、流動食、きざみ食のレトルト食品や清涼飲料
水の選択を考慮するなど、入所者の立場に立った備蓄の指導に努めるこ
と。

2. 社会福祉施設の福祉避難所の指定について、その促進に引き続き務めると
ともに、福祉避難所開設・運営マニュアルに基づき的確に開設・運営がな
されるよう周知・訓練すること。

3. 「大規模災害時における民間宿泊施設の避難所としての活用（福祉避難所
としての要配慮者等への提供）に関する協定」について、更に多くの民間
宿泊施設運営者と協定を結び､要介護高齢者、障害者等の要配慮者の避難所
の確保に努めること。
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６ 生活保護、生活困窮者自立支援

1. 生活保護については、家庭訪問による生活実態の把握、資力調査等を的確
に行い、真に必要な人が保護を受給できるよう適正に運営すること。ま
た、不正受給を防止するための体制を充実させ、不正受給が発覚した場合
には迅速かつ厳正な対応を取ること。また、学校から情報を得るなど連携
を図ること。

2. 生活保護就労支援員の配置や就労意欲喚起事業、ハローワークと連携した
就労自立促進事業等により、生活保護受給者の就労による自立を促進する
こと。

3. 生活保護制度における医療扶助費の抑制について、他都市の先進的な事例
を調査・研究し、その実施を検討すること。

4. 諸物価高騰の折、全体的に市民生活も困窮の傾向が強まっていることを踏
まえ、市内３か所の「仕事・暮らし自立サポートセンター」の増設を含め
た体制拡充を検討するとともに、区役所や区社会福祉協議会との連携を図
り、市内全域で生活困窮者の自立に向けた相談支援をきめ細かく実施する
こと。

5. 「みんなの冷蔵庫」について、仕事・暮らし自立サポートセンターへ案内
するなど民間団体と連携を図り、市の様々な施設において設置されるよ
う、旗振り役として積極的に推進していくこと。

７ 自殺・依存症対策、精神保健福祉

1. 自殺対策事業の実施にあたっては、引き続き「いのちの支援なごやプラ
ン」や副市長をトップとする自殺対策推進本部会議、庁内連絡会の開催等
を通じた関係局との連携により、各相談機関の連携強化や情報共有を図る
とともに、自殺者数の多い中高年男性や近年深刻化している若年層、女性
の自殺を対象とした啓発事業や相談事業等の推進に努めること。

2. 自殺と関連が深い「うつ」の早期発見、早期受診を促すために、こころの
健康相談について、更に利用しやすい体制を整えること。また、その広報
啓発に努め、予防についても対策を講じること。
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3. ギャンブル等依存症について、相談窓口の充実や周知に努めるとともに、
依存症専門医療機関が更に増加するよう取り組みを進めること。

4. ひきこもり対策を強化するため、必要に応じて関係各局、関係機関との連
携を積極的に行うとともに、サポーターを養成するなど支援の一層の充実
を図ること。また、新たに増設された「ひきこもり地域支援センター」を
活用し、支援が必要な方への訪問支援（アウトリーチ）を積極的に展開す
ること。

5. 重層的支援体制整備事業について、各区に設置された包括的相談支援チー
ムのもと、必要な予算措置を含めしっかりと推進すること。特に、社会問
題となっている「8050 問題」について、医療、介護など制度の縦割りをな
くして窓口を一本化し、就労から居場所まで社会とつながる仕組みづくり
を進めること。

８ 医療、健康増進

1. 認知症は早期に診断・治療することにより進行を遅らせることができるこ
とから、認知症や軽度認知障害の疑いを早期発見できる認知症検診につい
て、市民に対し広報周知し利用を促すこと。また、認知症を予防する生活
習慣についても周知啓発に努めること。

2. 緑内障、加齢黄斑変性症などの早期発見や予防につなげるため、専門家の
意見や他都市の先進的な事例を調査・研究の上、40 歳以上の市民に対する
定期的な眼科検診の実施を検討すること。

3. がんの早期発見、早期治療につなげるため、ワンコインがん検診、若年層
におけるピロリ菌検査の更なる広報を行い、受診率の向上に努めること。

4. 健康なごやプラン 21（第３次）に基づき、市民の健康寿命の延伸をはかる
こと。特に、若い女性に多いやせや老年期の骨粗しょう症など、ライフス
テージごとに心身の状態が大きく変化する女性の健康について、社会全体
で理解が深まるよう啓発を実施するほか、具体的な支援策を検討するこ
と。
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5. 受動喫煙の防止を進めるため、「健康なごやプラン 21（第３次）」に基づ
き、喫煙や受動喫煙が健康に及ぼす影響に関する情報提供及び普及啓発を
行うこと。また、子どもが自らの意思によって受動喫煙を避けることがで
きるよう、保健センターによる防煙教育を全区へ広げるとともに、外国人
を含めすべての方に受動喫煙防止を分かりやすく伝えることができるよう
に、啓発内容やその方法について工夫を図るなど、受動喫煙対策の一層の
推進を図ること。

6. 禁煙希望者支援事業については、利用者の増加につながるよう効果的な周
知・広報を図るとともに、禁煙支援薬局事業についても先行する他都市の
取り組み含め調査・検討を進めること。

7. 若年層による大麻、危険ドラッグ、覚醒剤をはじめとした違法薬物の乱
用、また市販薬を過剰摂取するオーバードーズが増加傾向にあることか
ら、若年層に重点をおいた効果的な啓発活動を行うなど、早急に対策を講
じること。

8. なごや健康マイレージ事業の普及啓発活動を積極的に行い、若い世代に向
けた健康づくりへの取り組みをより一層強化すること。また、保健セン
ターにおいて、フレイル予防教室をはじめとした健康づくりの動機付けの
ための各種教室の開催に努めること。

9. 生涯健康で心豊かな生活を実現するため、食育基本法及び食育推進計画に
基づき、食育を推進すること。

10. 小児科医・産婦人科医が不足している中で、小児科救急医療における三次
体制の確保や産婦人科救急医療における二次救急医療体制の確保を行い、
緊急時にも速やかに診療が受けられるように救急医療体制を引き続き充実
させること。

11. 引き続き看護師の再就職希望者への復職支援の充実を図るとともに、愛知
県看護協会と連携しながら看護師の再就職を促進すること。

12. 国民健康保険において、ジェネリック医薬品希望カードの配布、広報なご
や等によるお知らせを引き続き実施するとともに、ジェネリック医薬品に
切り替えた場合の「差額通知」により、ジェネリック医薬品の更なる普及
に努めること。
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13. 定期インフルエンザ予防接種について、市公式ウェブサイト、広報なごや
のほか、医療機関におけるポスター掲示、リーフレットの配付、ラジオ・
メディア等による効果的な広報、啓発に努め、予防接種率の向上に努める
こと。

14. 災害時にも透析患者が透析医療を受けられるように、あらゆる手立てをつ
くすこと。また、地域連携体制が取れるよう、地域住民の理解促進に努め
ること。

９ 犬・猫殺処分ゼロ対策、その他の保健衛生行政

1. 地域でのら猫を適正に管理する「なごやかキャット推進事業」について、
なごやかキャットサポーター・獣医師・行政の連携・協力を深めることで
市内の各ボランティアにも門戸を開くなど、より一層推進すること。ま
た、犬猫の譲渡ボランティアを支援する取り組みを進め、避妊・去勢手術
やワクチン接種費用を公費負担とすること。さらに、犬の殺処分頭数ゼロ
を継続するとともに、猫についても処分頭数の一層の減少を図ること。

2. 犬・猫の多頭飼育について、その実態を把握し、適切な指導や支援が可能
な届出制度等の体制を速やかに構築すること。

3. 災害時のペットとの同行避難について市民への周知に努めるとともに、避
難所で飼い主とペットが一緒に過ごせる同伴避難が可能となるようスペー
スを確保すること。

4. 保健センター庁舎について、区役所との合同庁舎化・同一フロア化の可能
性を今後も積極的に模索すること。 また、確保が困難である公衆衛生医師
について、保健センター所長に医師を配置できるようにするなど、その確
保に努めること。

5. 全国に先駆けた医学的にも大変意義のある事業である「なごや新型コロナ
ワクチン長期的な副反応相談窓口」と「新型コロナウイルスワクチンの長
期的な副反応と思われる症状で受診された方の症例集」を継続すること。
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子 ど も 青 少 年 局

１ 保育

1. 13 年連続待機児童ゼロを達成している本市であるが、子ども・子育て支援
事業計画を踏まえ、賃貸方式による民間保育所等を必要な地域を把握して
効率的に設置することや、既存保育所等を活用した整備の実施により、未
利用児童も含めた待機児童ゼロを目指すこと。

2. 休日保育事業、一時保育事業、病児・病後児デイケア事業、障害児保育、
産休・育休あけ保育所等入所予約事業、24 時間緊急一時保育事業につい
て、ニーズにあった受け入れ体制を更に強化すること。

3. 予約を必要とする保育事業において一部オンライン申込化がされたが、引
き続き利用しやすいように改善をはかること。

4. エリア支援保育所事業の更なる充実を図り、公立・民間保育所のスキル
アップや情報共有を進め、保育の質を高めること。また、保護者の支援に
努めるとともに、保護者と保育所の相互理解を図るため、保護者へのアン
ケートによる意見聴取など、運営の透明化に向けた取り組みを行うこと。

5. 保育士が慢性的に不足している状況を踏まえて、更なる保育士の処遇改善
と働きやすい環境の整備を行うこと。公私間格差是正を目的とした民間社
会福祉施設運営費補給金制度を引き続き維持すること。

6. おむつのサブスクについて、保育士の負担軽減を図るために、懸念される
課題を整理し、保護者のニーズを把握し、企業等に呼びかけながら、可能
な限り早期に本格導入すること。

２ 子ども・親総合支援

1. 様々な悩みや不安を抱える子どもと親を総合的に支援するために、「ナゴ
ヤ子ども・親総合支援推進調整会議」において全庁的な取り組みを進め、
更に充実させること。
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2. 「なごや子どもの権利条例」に基づき、子どもの権利について広く普及啓
発するとともに、名古屋市子どもの権利相談室「なごもっか」について周
知し、適切に運用すること。

3. なごもっかへの様々な悩みや相談が増加傾向にある中、権利擁護委員に相
談するまでのサイクルの長期化が常態化している現状から、権利擁護委員
の体制を強化し、待ち時間の短縮に務めること。

4. ナゴヤ型若者の就労支援事業の広報・周知を行い、当事者の若者や家族を
含めた支援を更に進めること。また、電話・メールの相談やステップアッ
プルームの利用など就労困難な若者の就職準備に向けた支援を継続し、引
き続き若者の自立支援を進めること。

5. 家出や性搾取被害、性暴力や虐待など様々な困難を有する若年女性に対
し、民間支援団体と連携したアウトリーチや居場所の確保を行う「若年被
害女性等支援事業」を行うなど、困難な問題を有する若年対象者を適切な
支援に繋ぐ取り組みを実施すること。また、民間支援団体との情報交換や
協議の場を設けるとともに、民間支援団体への補助金等を検討すること。

6. 児童虐待防止の機運を醸成するため、本市独自に定める５月の児童虐待防
止推進月間等の機会を捉え、例えば希望される民生委員・児童委員の方々
にご協力いただき啓発用マグネットを車両に貼っていただくなど、まち全
体で子どもを守りはぐくむ安心な環境づくりを推進すること。

３ 子育て支援

1. 妊娠期から産後の母親の心と身体を健やかに保つため、訪問事業、産前・
産後ヘルプ事業、産後ケア事業、子育て総合相談窓口、産婦健康診査な
ど、妊娠期からの切れ目のない支援をより一層充実させること。特に、乳
幼児健康診査未受診者等のハイリスク世帯に対しては、子どもの健康状態
や子育て環境を把握するため、訪問指導・アウトリーチに粘り強く取り組
むこと。

2. 「今後の名古屋市早期子ども発達支援体制に関する方針２０２９」に基づ
き、発達支援施策の推進を目的とした地域療育センターを早期に整備する
こと。
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3. 地域療育センターが地域の障害児支援の中核的な役割を果たし、地域の保
育所等における障害のある子どもの育ちの支援や、児童発達支援事業所が
地域の保育・教育等と連携して障害のある子どもの支援を行えるよう、一
層の地域のインクルージョンの推進を図ること。このため、地域支援・調
整部門をすべての地域療育センターに設置すること。また、住む場所に
よって受けられる支援に差が生じることなく、支援を必要とするすべての
子どもと保護者が適切な時期に支援を受けることができるよう、子ども・
子育て支援と一体的に支援を行う体制を構築するとともに、地域で障害児
支援に関して協議を行う場を充実させ、関係機関の連携が強化されるよう
取り組むこと。

4. 障がいや発達に特性のある子どもを育てる保護者が、就労と療育を両立で
きる環境を整えるため、地域療育センター・児童発達支援センターにおけ
る見守り一時支援事業について、朝の時間帯の見守り支援の拡充を進める
こと。特に、東部地域療育センターでのモデル実施により、保護者の就労
継続を支えるだけでなく、就労を希望しながらも療育との両立に不安を抱
える保護者の就労開始につながる効果が確認されていることを踏まえ、居
住地域による格差が生じないよう、着実に、残る全てのセンターへ早期に
拡充すること。

5. 思いがけない妊娠について助産師が電話・メール・LINE で相談対応する
「なごや妊娠 SOS」の相談時間を拡大するとともに、若年層が目にしやす
い方法での広報の強化に努めること。

6. 「第 5 期名古屋市ひとり親家庭等自立支援計画」に基づき、子育てや生活
の支援、就労支援、子どもの生活や教育の支援などを一層推進するととも
に、多岐にわたる支援事業・施策についての情報を効果的に提供するこ
と。

7. ひとり親家庭の中学生に対する学習支援や高校生世代への学習・相談支援
事業について、オンライン学習支援の強化をはじめ多様な選択肢を設ける
など、参加率の向上に努めること。

8. 多胎児家庭の保護者の身体的・精神的負担軽減を図るため、乳幼児健診の
同行支援に加え、産前産後ヘルプ事業を拡充すること。また、保護者が活
用しやすい制度となるよう、利用料の負担軽減策等を検討すること。



49

４ 児童虐待・DV防止等

1. 児童虐待の根絶を目指し、児童虐待防止推進月間や関係機関の連携を強化
し、なごやこどもサポート連絡協議会や各区連絡会議において、児童に関
わる関係機関との情報交換、連携を引き続き行い、児童虐待の防止に取り
組むこと。

2. 地域において子育てを見守る「なごやすくすくボランティア」について、
オンライン講座の実施を含め、ボランティア養成を更に推進すること。

3. 児童福祉司の増員など児童相談所の体制強化を図るとともに、オンライン
研修を取り入れる等の工夫をし、義務化されている研修を含む職員研修を
着実に実施し、職員の質の向上に引き続き努めること。

4. 児童養護施設入所児童の施設退所後の自立を推進するため、民間児童養護
施設の自立支援担当職員による継続的な支援を行うとともに、就労に関す
る相談・支援やステップハウスの活用等、施設退所後に安定した生活が送
れるよう、入所児童の自立をより一層支援すること。

5. 里親制度の普及、里親登録者の増加を図るため、広く市民向けの広報・啓
発等を行い、保護者による養育が望めない社会的養護が必要な児童が家庭
的な環境で養育される体制作りを推進すること。

6. 配偶者からの暴力（DV）の根絶を目指し、相談支援体制強化について検討
するとともに、「名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援並びに困
難な問題を抱える女性への支援に関する基本計画」に基づき、DV 被害者
とその子ども・親族の安心と安全に配慮した総合的な DV 対策を積極的に
行うこと。

7. 困難な問題を抱える女性が必要な支援に確実につながれるよう、相談窓口
における相談員の資質向上と、関係機関との連携体制の強化に取り組むこ
と。

8. ヤングケアラーの実態を把握するとともに、実情に応じた支援を行うこ
と。
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５ 子ども会・放課後施策

1. 「小学校年齢期における放課後施策の新たな方向性」を踏まえ、地域の実
状と要望を考慮して、子どもたちが豊かな放課後を過ごすことができる環
境を整えること。

2. 多くの児童が積極的に子ども会に加入することができるよう、広報なごや
や SNS 等をはじめとした幅広い広報活動を行うとともに、地域全体で子育
てを支えられるよう、引き続き子ども会への支援の充実に努めること。ま
た、令和６年１２月に策定した「子ども会活動振興策の方向性」に基づ
き、保護者負担の軽減などの各種支援策を着実に進めること。

６ その他

1. どんぐり広場について、未就学児が利用することをはじめ、民間保育所の
代替遊戯場として設定される可能性もあることから、管理を担う地域住民
と調整を図り、水道が必要とされる場合には、水道設置費・維持費につい
て補助を検討すること。

2. どんぐり広場における除草や掃除について、管理を担っている地域住民の
意見をしっかりと聴取すること。

3. どんぐり広場を未就学児が有意義に活用できるように、遊具の設置基準を
見直すこと。

4. 出会いや結婚を希望する方への支援として、実績と信頼のある結婚相談
所、婚活マッチングアプリ等の民間業者の意見を聞き協力すること。
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住 宅 都 市 局

１ 災害対策

1. 帰宅困難者対策が必要な地区（名古屋駅周辺、伏見・栄、金山駅周辺な
ど）においては、都市再生安全確保計画などに基づき、地元事業者・関係
機関等と連携しながら、計画の周知・拡充及び防災備蓄物資の確保・配備
など、引き続き積極的に帰宅困難者対策に取り組むこと。

2. 液状化の恐れのある防潮壁等の調査・対策を進めるよう、国・県及び名古
屋港管理組合に強く要望するとともに、情報共有を密に図ること。

3. 南海トラフ巨大地震における液状化対策について、国や民間事業者等の技
術開発の動向を注視しながら、市民の生命・財産を守るために万全を期す
こと。

4. 昭和 56 年以前に建築された住宅・建築物の耐震化について、耐震改修助成
をはじめとした支援制度の更なる充実を図るなど、引き続き耐震化率の目
標達成に積極的に努めること。また、空き家や賃貸住宅については、速や
かに所有者の特定をした上で、耐震化を積極的に進めること。

5. 民間ブロック塀等撤去助成について、職員が現地に赴くなど、ブロック塀
所有者に対し、その制度を周知徹底するとともに、申請手続きを簡素化す
ること。

２ 市街地の開発整備

【都心部】
1. リニア中央新幹線の開業に向けて、「世界に冠たるスーパーターミナル・

ナゴヤ」の実現を目指し、県と連携して国へ働きかけを行うとともに、リ
ニア駅上部空間の広場の活用や交通網の整備に対する支援などを含め、地
域の活性化に資する名古屋駅周辺の市街地整備を推進すること。あわせ
て、乗り換えの利便性を追求するなど、誰もが使いやすい国際レベルの
ターミナル駅となるよう機能を強化すること。
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2. 名古屋駅地区からささしまライブ 24 地区・名駅南地区への歩行者アクセス
改善策について、将来の歩行者交通量を見据えたあり方を十分に検討し、
整備を進めること。

3. 栄地区グランドビジョンに基づく久屋大通公園の「栄バスターミナル跡
地」（噴水南のりば）を含む南エリアの再生について、市民の意見を聴取
しながら、北エリアとの回遊性を考慮の上総合的に進めるとともに、広域
から来訪者を呼び込む魅力的な集客施設(多目的アリーナ)を新設するな
ど、栄全体の魅力向上を図ること。あわせて、大須や新たな金山のまちを
つなぐ大切な「にぎわい」の軸を整備すること。

4. 名古屋駅地区から栄、名古屋城地区において、多彩な地域資源を最大限に
活かし、歩いて楽しい魅力的なまちづくりを進めること。さらに、名古屋
駅地区や栄から名古屋城までをつなぐ大切なエリアである三の丸地区の大
規模な再整備を行い、再度城下町を再生するプランを推進すること。

5. 「名古屋交通計画 2030」を踏まえ、都心部幹線道路の機能を整理し、安
心・安全で楽しい歩行者空間づくり、にぎわいのある街区づくりに取り組
むとともに、将来的な都心部への自動車の流入抑制の検討を行うなど、交
通の円滑化を図ること。

6. 新たな路面公共交通システムの検討に基づき、市電のような路面公共交通
の復活を計画する際には、既存の交通システムや都心全体の回遊性への影
響を精査の上、市全体の活性化に繋げること。

【熱田神宮界隈、中川運河、金城ふ頭】
7. 熱田神宮界隈の活性化を図るため、熱田区役所南側の未利用地の活用策に

ついて、鉄道事業者（JR、名鉄、地下鉄）が隣接することを踏まえなが
ら、地域と連携し検討を進めること。

8. 水上交通網の整備について、市内観光スポットへのアクセスの充実、港・
水辺の魅力向上を図るため、中川運河における水上交通定期運航・モニタ
リング調査の結果や堀川における水上交通活性化懇談会での議論、堀川ク
ルーズの試行実施の結果などを踏まえながら、｢水上から名古屋の歴史を体
感できる舟運｣としての価値を高め、この歴史的ストーリーを公民連携によ
り市民に周知し、『採算が取れる環境』をつくること。
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9. 中川運河のモノづくり産業ゾーンにおける産業振興への貢献や産業空間の
魅力向上について、市民・企業・学校・行政等で構成する「中川運河再生
プラットフォーム」等を活用しながら、中川運河のモノづくり産業活性化
に向けた新たな仕組みを検討すること。

10. 金城ふ頭について、ふ頭全体としての回遊性や交通アクセスの向上に向け
た整備を着実に進めること。

【その他】
11. 名古屋競馬場跡地の開発については、あおなみ線を含む港北周辺のまちづ

くりに寄与する効果的なものとなるよう、契約候補事業者と十分に協議・
調整を行いながら、着実に進めること。

12. 守山区志段味地区における特定土地区画整理事業について、地域の声を聞
きながら、組合に対し適切な監督・指導を行うなど、事業の早期完了に向
けた更なる支援に務めること。特に中志段味地区においては、資料及び情
報や計画をオープンにし、住民との信頼の醸成を図りながら、早期事業完
了に向けた最大限の支援を積極的に行うこと。

13. 地域の活性化を図るため、地区の特性に応じて、土地区画整理事業、市街
地再開発事業等による都市基盤の整備を引き続き推進し、事業の早期完了
に努めること。

14. 「なごや集約連携型まちづくりプラン」に基づき、鉄道駅周辺を中心に既
存ストック等の有効活用や機能更新など、成熟した市街地を活用したまち
づくりを進めるために、今後の人口動向、高齢化による世帯消滅と市街地
への影響などについて精査し、適切な施策を検討すること。

15. 名古屋都市センターの機能を強化し、市民への積極的な情報発信に努める
こと。

３ 名古屋高速道路

1. 名古屋高速道路の渋滞対策やアクセスの改善等を引き続き進め、快適な道
路サービスを提供すること。
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2. 名古屋高速道路の橋げた等の点検・補修を引き続き着実に行い、安心・安
全に利用できる状態を維持すること。

４ 住宅

1. 市営住宅の建替について、順次適切に行うこと。また、建替に際しては、
入居者の高齢化に対応し、介護事業者等の駐車スペースの確保などに配慮
すること。

2. 耐震化率の低い市営住宅の建替においては、早期に入居者に説明を行い、
退去を希望する世帯に対しては、可及的速やかに引越し費用等の補助をす
ること。

3. 市営住宅について、特定の住宅に応募が集中している現状を踏まえ、その
解消を図り、希望者が円滑に入居できるよう務めること。

4. 民間住宅ストックを活用した住宅セーフティーネット機能の強化を図るこ
と。

5. 分譲マンションの適切な維持管理の支援については、引き続き、管理組合
にマンションの各種支援制度の周知を行うとともに、実際の相談傾向も踏
まえながら、マンションごとの管理状況に応じたきめ細やかな支援の充実
にも取り組むこと。

５ 行財政改革

1. 市営路外駐車場の施設管理について、民間移管も含めた運営のあり方を検
討し、効率的・効果的な管理・運営に努めること。

2. 営繕部の建築受託工事の監理及び保全業務について、引き続き、民間に委
ねられる部分は移管するなど、組織体制のスリム化を図ること。
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緑 政 土 木 局

１ 緑のまちづくり推進と公園の整備

1. 「名古屋市みどりの基本計画 2030」に基づき、グリーンインフラの取り組
みを積極的に整備するなど、関係局と連携の上、産学官民のパートナー
シップによる緑のまちづくりの推進を着実に行うこと。

2. 街路樹による美しい道路景観の創出が図られるよう、適切な街路樹剪定等
の維持管理を行うこと。また、「緑のパートナー」など、道路空間の景観
向上及び地域に愛される街路樹づくりを進めることを目的とした制度の活
用を進めること。

3. 「名古屋市公園経営基本方針」の３つの視点に基づき、「地域の庭プロ
ジェクト」・「にぎわい広場プロジェクト」・「自然の恵みプロジェク
ト」・「民間活力導入プロジェクト」の４つの基本プロジェクトを着実に
推進すること。

4. 街路樹のムクドリ対策としてのドローン活用について、法改正の動向、他
都市の事例、費用対効果、安全性の確保を踏まえながら検討すること。

5. 「長期未整備公園緑地の都市計画の見直しの方針と整備プログラム（第 2
次）」に基づき、関係権利者や地域住民に説明・相互理解の上、都市計画
の区域見直しと事業推進により、未整備公園緑地の解消に努めること。

6. 弥富相生山線については、市民に対して引き続き丁寧な説明を行っていく
ほか、環境配慮を十分に行いながら折衷案を進めていくこと。また、相生
山緑地周辺で発生している交通課題への対策として、これまでに行ってき
た通過交通対策のほか、渋滞対策についてもこれまで通り順次進めるこ
と。緑地事業については、令和７年３月に策定された「相生山緑地ビジョ
ン」を踏まえた上で、引き続き地域住民の意見等を十分聴取しながら、本
市のみどりのネットワークを形成するみどりの拠点となるよう事業を進め
ること。
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7. 農家の高齢化・後継者不足や農家・農地の減少など厳しい状況の中、持続
可能な都市農業を推進すること。また、ふれあい農業（地産地消、「農」
のある暮らしづくり）も推進すること。

8. 東山動植物園など規模の大きな公園等の運営において、若年層や外国人来
園者もゲーム感覚で参加できる少額からの寄付モデル（寄付ガチャ等）を
導入・拡充し、多様で持続可能な新たな財源確保と参加型まちづくりを推
進すること。

２ 災害に強いまちづくり

1. 名古屋市災害対策実施計画に基づき、広域避難地・一次避難地として計画
された都市計画公園のうち、未整備の公園について整備を進めること。

2. 災害対策として、緊急輸送道路上の橋梁の耐震補強を引き続き進める  
こと。また、耐震補強が困難である橋梁については、改築による耐震化を  
進めること。

3. ゲリラ豪雨及び近年各地で頻発している線状降水帯による大雨に対応する
ため、河川等の整備促進及び既存治水施設の維持管理の強化を行うこと。
また、河川の整備にあわせて、関係局と密に連携して雨水流出抑制などを
組み合わせた総合的な治水対策を推進すること。

4. 南海トラフ巨大地震の発生による甚大な被害発生を想定し、名古屋市無電
柱化推進計画を着実に進めること。

３ 交通安全対策と安全・快適な道路整備、親水環境の整備

1. 交通事故の防止を図るため、防護柵やカーブミラーの設置、並びに歩道の
整備を引き続き実施するとともに、未就学児童の交通安全対策を進めるこ
と。また、自動車に安全な通行を促すため、区画線の整理や通学路の路肩
カラー舗装等を進めること。さらに、昨今の事故の特性を踏まえ、他都市
の先進的な事例を調査・研究の上、適切な対応をすること。

2. 福祉都市環境整備指針に基づき道路や施設のバリアフリー化を引き続き進
め、高齢者や障害者をはじめ、すべての人にやさしいまちづくりに努める
こと。
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3. 道路補修工事の発注時期について、年度当初の計画に基づき、契約状況や
今後の見通しを定期的に把握し時点修正を図るなど、道路補修工事等が一
定期間に集中することを避け、計画的に行うこと。

4. 道路陥没対策として、関係局と連携し AI や地中レーダーを用いた空洞調査
や老朽化した道路占有物の調査等、道路の異常を早期に発見し陥没を未然
に防ぐ予防保全を今後も継続的に実施していくこと。

5. 自転車通行空間については、国土交通省と警察庁において策定されたガイ
ドラインを踏まえ、地域や警察等の関係機関の意見を聞きながら、本市の
道路事情に適した整備を推進すること。また、ピクトグラム等を利用した
路面標示を積極的に活用し、分かりやすく安全な自転車通行空間の整備を
推進すること。

6. 市内の鉄道主要駅における自転車駐車場の整備を進め、自転車利用者に対
して駐車場の利用を進める啓発活動を行い、歩行者の通行の妨げとなる放
置自転車の削減を図ること。また、悪質な放置自転車については、効果的
な手法を考慮の上、速やかに撤去活動を行うこと。

7. 「堀川まちづくり構想」に基づき、関係機関と協業の上、水に親しむ環境
づくりを進めることで堀川を基軸としたにぎわいづくりを推進すること。
また、堀川の護岸整備や親水空間の整備など、総合的な整備を引き続き推
進すること。

8. 新堀川の水環境改善については、令和２年度に取りまとめた浄化方針に基
づき、関係局と連携して着実に水質浄化に取り組むこと。

４ 東山動植物園

1. 東山動植物園再生プランに基づき着実に整備を進めること。特に、生態展
示や催事の工夫はもとより、SNS 等を活用した積極的な情報発信や来園者
等の意見の聴取、開園時間・休園日の工夫などに努めること。

2. コモドオオトカゲ（通称：コモドドラゴン）について、シンガポール動物
園からのオス１頭の更なる PR に努めるとともに、引き続きインドネシア
現地動物園（タマンサファリ）との交流を深め、導入に向けて建設的に進
めること。
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3. 東山動植物園の生態展示等について、専用アプリを使った音声ガイドの導
入や、触って大きさなどが体感できる原寸大模型の設置など、情報のユニ
バーサルデザイン化を進めること。また、多言語対応を一層推進するこ
と。



59

消 防 局

１ 消防・救急活動

1. 更なる救急需要の増大に備え搬送時間の短縮を図るとともに、救急隊と消
防隊との連携を更に強化するなど、より迅速に傷病者を医療機関に収容で
きるよう、救急サービスの向上により一層努めること。

2. 迅速な救急搬送を目指した救急隊運用最適化の研究について、引き続き関
係機関と協力し、救急搬送の迅速化の早期実現に向けて鋭意取り組むこ
と。

3. 南海トラフ巨大地震などの大規模災害や火災現場において、被害状況の把
握や要救助者の早期発見のために、市内全域でドローンを有効に活用する
こと。

4. 消防活動二輪車の運用方法や配置台数及び配置場所について引き続き精査
し、高速道路上における災害等に対して迅速な初動対応が可能な体制の維
持に努めること。

5. 様々な感染症の流行に対応できるよう、更なる救急体制の確保に努めると
ともに、消防職員が万全の態勢で活動できるように、感染防止対策を徹底
すること。

6. 消防隊の安全管理については、過去の教訓をしっかりと活かし、安全管理
意識の醸成を今後も継続するとともに、新たな取り組みや必要な資機材の
導入など、更なる安全管理体制の強化を図ること。

２ 救急活動への意識啓発

1. 応急手当研修センター及び各消防署を拠点に AED の使用方法を含む救命
講習を実施し、応急手当の普及啓発に努めること。講習の際には感染防止
対策を万全にするとともに、講習の実施方法を工夫すること。

2. 救急活動に市民の理解が得られるように、引き続き SNS 等を有効活用し、
情報発信に努めること。
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３ 消防団

1. 消防団員の処遇について、現場の意見を聴取し必要な改善を図ること。あ
わせて、消防団員の知識・技術の向上を図るためにマイスター教養等の内
容を充実させるとともに、受講の機会を増やすこと。

2. 消防団の運営経費について、一部の運営負担金と被服負担金の相互流用が
可能であることなど、活動の実状に応じて柔軟に使用できることを周知徹
底し、消防団の円滑な運営により一層努めること。

3. 消防団員の充足率向上に向けて、女性や若年層に対する入団促進をはじめ
とする消防団の活性化を図るため、ポスターなどを活用した広報・啓発活
動を更に強化すること。

4. 年初の出初式やポンプ操法等の屋外行事・訓練について、公職者、関係各
所の挨拶の時間を短縮・省略するなど気候に配慮し、消防団員をはじめと
する参加者の体調を優先した運営を行うこと。

5. 総合水防訓練に参加する消防団について、訓練を所管する防災危機管理局
と「体調不良者」の定義を統一させ、適切な報告をすること。

４ 減災・予防対策

1. 自主防災組織の各戸啓発については、対面による地域特性に合わせたきめ
細やかな対応を維持し、今後も質の高い啓発を継続して地域全体の自助と
共助の向上に努めること。

2. 地域における家具の転倒防止対策の状況を把握し、家具転倒防止ボラン
ティアの養成を進めるとともに、派遣事業の広報を積極的に行い、自身で
は家具の転倒防止対策が難しい世帯の支援を推進すること。

3. 区役所や区政協力委員などの関係団体と協力・連携しつつ、消防職員が主
体的に町内会等に働きかけ、自主防災組織の育成を積極的に行うこと。
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4. 火災件数及び火災による死者を減少させるために、火災予防広報用資器材
や印刷物等の作成・活用、特に被害を受けやすい高齢者に対し、視覚的な
啓発も活用するなど丁寧な防火指導等を行うとともに、関係機関と連携を
強化しながら、市民の防火意識の向上につながる効果的な火災予防広報を
行うこと。

5. 住宅用火災警報器等の設置及び定期的な点検・交換等の適正な管理につい
ての普及啓発を引き続き粘り強く進めるとともに、小規模社会福祉施設等
における適切な防火安全対策への取り組みを強化すること。

6. 減災・予防対策についても市民の理解が得られるように、引き続き SNS 等
を有効活用し、映像等も活用しながら、情報発信に努めること。

5 DXの推進

1. 火災予防関係事務の手数料納付について、キャッシュレス決済が利用でき
ることを広く周知し、市民や事業者の利便性向上に努めること。
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上 下 水 道 局

１ 安心・安全でおいしい水道水の安定供給

1. 水道水の安全性・おいしさを維持するため、浄水場から一般家庭に至る残
留塩素濃度の適正な管理を行うこと。また、名古屋の水道水の特徴を捉え
たプロモーション活動を行うこと。

2. 木曽川水系連絡導水路事業について、渇水や災害など、水資源をめぐるリ
スクを考慮して、直接取水によるバックアップ機能の強化にも繋げられる
よう、国等と連携しながら事業を進めること。

3. 木曽三川流域の水環境を守ることを念頭に、イベント等を通じて上流地域
と下流地域との交流を図ること。また、流域自治体間の連携を深め、安
心・安全でおいしい水道水の安定供給に資する施策を引き続き展開するこ
と。

4. 配水管の更新・耐震化について、長期的視点に立った計画に基づいて行う
こと。

２ 下水道整備

1. 中川区、港区の庄内川西部地域、守山区の志段味地区、緑区の一部地域の
下水道未整備地域について、他事業などと調整の上、早期解消に努めるこ
と。

2. 合流式下水道について、更なる水質浄化の推進に引き続き努めること。

３ 災害対策

1. 地震等の災害時にも水の安定供給を確保できるよう、適切に配水管の耐震
化を行うこと。災害による被害の縮小や早期復旧などの視点から、より効
果的な対策を行うこと。
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2. 地震等の災害時にもトイレ等が衛生的に確保できるよう、適切に下水管の
耐震化を進めること。特に、市立小中学校や指定避難所等と水処理セン
ターを結ぶ公道部の下水管の耐震化を優先すること。また、液状化想定区
域内におけるマンホールの浮上防止対策を引き続き推進すること。

3. ゲリラ豪雨等に対応するため、雨水貯留施設やポンプ所の整備などを急ぐ
こと。また、豪雨による浸水状況を覚知・検証の上、必要な対策を講ずる
こと。あわせて、名古屋市総合排水計画に基づく施設整備を推進するこ
と。

4. ゲリラ豪雨等による浸水被害軽減のため、速やかに雨水情報の提供を行う
とともに、ハザードマップに想定される浸水被害地域には常時から注意を
呼びかけるなど、減災に対する意識啓発に努めること。

5. 南海トラフ地震などの大規模災害に備え、被害状況等をリアルタイムに把
握・共有し、迅速に上下水道機能を回復させるため、私有スマートフォン
での接続もでき、局職員や他都市応援事業体職員も活用できる災害情報シ
ステムを確実に運用していくこと。また、他都市との合同防災訓練や定期
的な情報交換等を行い、災害時の円滑な相互応援に備えるなど、本市が中
部地方の中核都市としての責務をしっかりと果たせるよう努めること。

6. 災害に備えて、市民・事業者に対し災害用備蓄飲料水「名水」のプロモー
ション活動を展開し、更なる普及に努めること。

7. 災害発生時に地下式給水栓を開設する際、マンホールが開いた状態では危
険が生じることから、マンホールへの転落防止策として仮の蓋を設置する
など、避難者はもとより市民の安心・安全の確保に努めること。

４ 環境保全、経営強化とお客様サービス向上

1. 浄水場・水処理センターにおいて、環境負荷の低減を図る省エネルギー機
器を導入するなど、環境対策に努めること。あわせて、再生可能エネル
ギーの有効活用を推進すること。
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2. 他都市の有収水量・給水収益の推移に注視しつつ、先進的な取り組みの調
査研究を行いながら、給水収益を確保するための方策を実施すること。ま
た、上下水道局所有の資産の有効活用を図り、収益の安定的な確保が見込
まれる施策を強化・継続すること。

3. 水道使用料金の収納力向上のため、利用者が納めやすい方法の調査・研究
を行い、インターネットバンキングからの振込等の方策を検討すること。

4. 広報・広聴の推進について、アンケートのウェブ回答の活用など利便性向
上に引き続き取り組み、市民の声をしっかりと聴いて結果を活かしながら
各事業に取り組むこと。

5. 設置した常設型金鯱水の活用を推進し、市民や観光客に多く利用してもら
うことで、名古屋の水道水の安全性とおいしさの PR に努めること。

6. 検針が困難な箇所への導入、災害時に拠点となる施設への優先的導入を進
めながら、将来的な全戸導入に向け、「水道スマートメータ導入プラン」
を着実に実施していくこと。

7. 上下水道施設の老朽化対策や耐震化等を計画的に進めるなど、市民にとっ
て安心安全な上下水道サービスの提供に努めるとともに、今後も不断の経
営努力により持続可能な経営基盤の構築に取り組むこと。
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交 通 局

１ 安心・安全対策

1. 感染症は生活様式の変容を引き起こし、地下鉄・市バスの利用人員の減少
による大幅減収、交通局事業収支のあり方へ直結しうるという意識を常に
持ち、新興感染症拡大時も市民に安心して利用していただけるよう、必要
な対策を速やかに講じられるよう、引き続き平時からの備えに努めるこ
と。

2. 市バス全車両に設置した運行支援システムの活用や、事故・運行ミスの防
止対策についての研修を引き続き行い、法令やルール・手順を遵守する職
場の風土づくりと職員の意識改革を進め、事故や運行ミスの防止に取り組
むこと。また、バス車両への安全確認放送装置の設置を引き続き行うこ
と。

3. 市バス運転士による営業運行中の道路交通法違反（信号無視、横断歩道に
おける歩行者妨害（一時停止違反）等）に対し警察署から交通反則告知書
が交付される事案が散見されることから、運行管理者における指導を徹底
し、定期的に職場内研修を実施すること。

4. 駅ホームでの安全対策を強化するため、駅ホームカメラの録画化を進める
とともに、駅施設の安全利用の観点から必要な個所への駅構内カメラの設
置を引き続き検討すること。また、多様化する迷惑行為を防止するため、
職員による巡回や放送による啓発、鉄道警察隊等の関係機関と一層の連携
を図ること。

5. 女性専用車両の利用促進を図るため、駅改札や車内放送において、女性専
用車両の運行を周知すること。

6. 超高齢化社会の到来に備えた地下鉄駅のエレベーター整備について、利便
性向上の観点から計画的かつ速やかに進めること。



66

7. 帰宅困難者対策について、鉄道事業者として避難誘導等の受け入れ手順、
情報提供の内容と手段、収容人数に応じた備蓄物資の整備について再確認
し、災害に適切な対応ができる体制を整えること。

8. 利用者の多い主要駅での旅客流動調査を踏まえ、混雑緩和対策の検討を行
うこと。また、乗り換えや電車を待つ際、乗客のスペースが十分とは言え
ない駅については、駅拡張工事を含む安全対策を引き続き検討すること。

9. 「危険なバス停」の調査結果を踏まえ、横断歩道に近接するバス停のう
ち、歩行者用信号機が設置されていないなど危険度の高いものを優先し
て、関係機関と協議の上、バス停の移設を含めた安全対策を実施するこ
と。

10. 子ども用車椅子について市民への意識啓発を行い、地下鉄や市バスで円滑
に使用できるよう引き続き努めること。

３ 利便性の向上

1. キャッシュレス化推進後の状況をふまえ、観光スポット・駅番号などから
の検索により乗車券を購入できる旅行者向け券売機について、国内外の名
古屋ファン拡大に資するよう、主要駅への設置拡充予算を計上すること。

2. 宅配受取ロッカーについて、利用者へのサービス向上の観点から、既設置
駅及び未設置駅における需要を検証の上、引き続き地下鉄駅構内への増設
を検討すること。

3. 国におけるキャッシュレス推進施策や今後の電子マネーの普及を踏まえ、
更なる利便性の向上策について引き続き検討すること。

4. 超高齢化社会の到来に向けて、市バス利用者のため、バス停留所施設の整
備・改修を進め、ベンチ・上屋の増設を行うこと。

5. ピクトグラム等を活用した、誰もが分かりやすい市バス・地下鉄の「案内
サイン」を順次整備すること。
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6. 経年している地下鉄駅について、明るく清潔感のある快適・便利な駅空間
を提供するため計画的にリニューアルし、施設美観や機能向上に努めるこ
と。また、利用者の利便性向上のため、伏見駅における駅ナカ事業を踏ま
え、他駅における駅ナカ事業の可能性を検討すること。

7. 市バスの路線や運行回数について、利用状況の把握や地域の意見、地域の
高齢化の状況等を踏まえ、総合的に判断すること。

8. 現在中止している地下鉄東山線における終電延長について、まちのにぎわ
いづくり及び活性化のため、再開を検討すること。

9. 地下鉄車両の液晶式案内表示をはじめ、多言語対応への取り組みを引き続
き進めること。

４ 経営改善

1. ラッピング市バス・地下鉄広告の販売促進、デジタルサイネージ広告を利
用した地下鉄駅構内・通路での広告の販売促進や、駅ナカ事業における賃
料収入などの付帯収益を更に高めること。

2. 「名古屋市営交通事業経営計画 2028」に則り、経営改善に努めること。
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教 育 委 員 会

１ なごや子ども応援委員会、子ども・親総合支援

1. なごや子ども応援委員会の充実した体制づくりや、全中学校への常勤のス
クールカウンセラー・総合援助職の配置のために、有能で熱意ある人材の
確保に努めること。

2. なごや子ども応援委員会に寄せられた相談事例を精査・共有する体制を整
え、相談対応の質の向上を図ること。

3. なごや子ども応援委員会をより身近で相談しやすいものとするために、親
しみやすい広報宣伝物等により、児童生徒や保護者に広く周知すること。
また、必要な支援を早期に開始するためにも、就学時健康診断の機会を活
用し、入学前の周知にも努めること。

4. スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーについて、自分の本
音を上手く表現できない、大人に対して権利を主張できないといった子ど
もの思いを代弁する「アドボカシー」という役割を果たせるよう、一層の
スキル向上に努めること。

5. なごや子ども応援委員会と子ども応援サポーターとが協働し、児童生徒を
地域と共に見守る体制を構築すること。

6. 不登校児童生徒支援について、登校はできても教室へ入れない児童生徒等
が安心して過ごすことができるよう、校内の教室以外の居場所づくりを進
め、主となる担当教員等を配置するとともに、教員と子どもの支援に係る
専門職やスクールカウンセラー等との協働を図ること。

7. キャリアサポート事業について、キャリアナビゲーターの配置を拡充し、
子どもたちの生涯を通じた発達を支援する教育を進めるとともに、保護者
に対してもキャリア教育の意義や取り組み内容等について周知すること。

8. 不登校生徒に対する学習支援等の一環で設置される「フレンドリーナウ」
の設置状況について､児童生徒・保護者の様々な負担を考慮し､現在の 4 か
所から各区１か所､駅から近い利便性の良い場所に設置拡大すること。
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２ いじめ対策

1. インターネットを使ったいじめが見過ごされることのないよう、ネットパ
トロールの実施などにより実態把握に努めるとともに、スマートフォンの
安全な使い方や情報リテラシー教育、情報教育を推進すること。

2. SNS を活用したいじめ相談について更に充実させるとともに、情報モラル
について学ぶ機会を提供すること。

3. いじめ被害への対応について、被害を受けた児童生徒へのケアはもとよ
り、保護者との意思疎通を十分に図り、迅速に問題解決に臨むこと。

4. いじめを行った児童生徒の指導及びその保護者への対応についても、理解
と自覚を促すとともに、自身が高いストレス状態にあったり課題を抱えて
いたりするケースがあることも踏まえ、適切な支援に繋げること。

5. 「名古屋市いじめ防止基本方針」について、専門家の提言を活かすととも
に、他都市の先進的事例等も研究し、加害側の子どもの反省と成長を促す
働きかけを明記するなど、より具体的な方針となるよう見直すこと。重大
事態への対処については、事実関係を明確にする調査を速やかに行い、被
害児童生徒及びその保護者に対し、必要な情報を適切に提供すること。

３ 学校教育の充実と教員の指導力向上

1. ナゴヤ・スクール・イノベーション事業の実施により、個別最適な学びと
協働的な学びの一体的な充実による授業改善に取り組み、子ども一人ひと
りの興味・関心や能力・進度に応じた学習を推進すること。また、国内外
の先進事例の研究と、それらを参考にした実践研究を積極的に行うこと。

2. ICT 支援員ついて、文部科学省が掲げる「４校に１人」という目標を踏ま
え、更なる配置を促進すること。
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3. タブレットに導入されているデジタル教材等を最大限に生かした授業の実
施を目指し、すべての教職員に ICT の活用に関するスキルアップ研修を行
うとともに、必修教科のデジタル教科書を早期に導入すること。また、授
業における ICT 活用については、学校間格差・学級間格差があるため、す
べての教員が ICT を活用して授業等を行うことができるように、ICT 活用
に係る教員の資質向上のための研修等を一層拡充すること。

4. 教員が子どもと向き合う時間を確保するため、生成 AI の普及、活用を図
り、生成 AI に特化した人材の育成や研修を実施するなど、学校事務負担の
軽減に努めること。また、専門家らによる学校問題解決支援チームの充実
を図るなど、働き方改革を推進すること。

5. 児童生徒の生活時間の過ごし方と学力との関係ついて調査し、学力向上に
資する方策を講じること。

6. 中学校の部活動について、外部指導者の拡充と並行し、引き続き指導を希
望する一定の教職員に対し、外部委託と同等の環境で行うことができるよ
う待遇の見直しを図ること。また、部活動で使用する消耗品等の購入支援
を引き続き行うこと。

7. 小学校における新たな運動・文化活動の外部委託業者の選定にあたって
は、実務能力・経験等を慎重に検討すること。

8. 子どもの読書力向上を図るために、学校司書の配置拡充に努め、読書活動
等の充実を図ること。

9. 郷土に対する愛着や認識を深めるため、「ナゴヤ歴史探検」を積極的に活
用するなど、郷土の歴史学習の充実を引き続き図ること。

10. 児童生徒が社会や地域の生活を更に身近に感じられるように、社会見学や
地域の生活等を体験させる学校教育を行うこと。また、様々な人との出会
いと学び合いを更に深めるため、地域住民と共にボランティア活動に参加
できる機会を提供すること。

11. 幼児期から青年期まで、一貫して探求的な学びを図ること。
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12. 教育の多様化を推進し、序列に縛られず、児童生徒一人ひとりの個性をよ
り重視する教育を目指すため、中高一貫校の設置等について検討を行うこ
と。

13. 児童の学力向上の取り組みの一環として、高学年の教科担任制を充実する
こと。

14. 正規教員の採用を着実に実施するとともに、常勤講師や非常勤教諭の任用
も含め、学校に必要な人員の確保に最大限努め、適正な人員配置とするこ
と。

４ 特別支援・インクルーシブ教育、国際理解教育、人権教育

1. 発達障害の可能性がある幼児・児童生徒に対し、特別支援教育専門家チー
ムの派遣、発達障害対応支援講師や発達障害対応支援員の配置の拡充、発
達障害対応支援員の待遇の改善を図ること。また、通級指導教室の全校設
置を目指すこと。

2. インクルーシブ教育に関する他都市事例等を調査・研究し、インクルーシ
ブ教育の理解促進を図ること。

3. 日本語指導が必要な児童生徒に対し、母語学習協力員等の配置を拡充して
学習をサポートするとともに、日本語のわからない保護者と学校との連絡
が円滑に進むよう支援すること。また、日本語教育相談センター・初期日
本語集中教室・日本語通級指導教室の運営を強化すること。

4. 外国人の子どもについて、不就学が生じないよう就学手続の周知を強化す
るとともに、就学状況の把握を徹底すること。

5. 英語科授業の活性化を図ること。あわせて、子どもが英語に慣れ親しめる
場として、グローバル・エデュケーション・センターを積極的に活用する
こと。

6. 人権教育の観点から、性の多様性についての理解を促進すること。また、
性別に違和感を持つ児童生徒に対して、本人・保護者の意向を尊重しなが
ら、制服やトイレ・着替え等をはじめとした配慮を的確に行うこと。
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５ 防災、安心・安全

1. 懸念される南海トラフ巨大地震に備え、児童生徒の防災に対する意識を高
めるため、なごやっ子防災ノートを活用し、家庭とも連携した防災教育を
推進すること。

2. 緊急時のために、いのちの大切さの学びにつながるという観点から、心肺
蘇生ダミー人形や AED 練習器を活用した授業について検討すること。

3. 熱中症対策として、全学校・園へ暑さ指数計を置き、運動会等の学校行事
や各活動の中止・延期について分かりやすい基準を設けるとともに、開催
時期の検討を行うこと。

4. 「なごやっ子あんしんメール」による不審者情報等の緊急情報の一斉配信
のほか、更なる ICT 利用も含めた低学年の登下校における子ども見守り制
度を拡充すること。

5. 令和 8 年熊本地震を踏まえ、指定避難所となる小学校体育館の避難所機能
を強化するため、空調設備の整備計画を見直し、可及的速やかに全校に設
置すること。

６ 学校整備、学校行事、就学援助

1. 校舎等のリニューアル改修、保全改修・設備改修を、計画に則して引き続
き進めること。その際、内装の木質化についても推進すること。

2. 老朽化が著しいトイレが明るく清潔で快適なものとなるよう、便器の洋式
化や床の乾式化等の改修について計画を前倒しするなど、できる限り速や
かに進めること。

3. 「ナゴヤ子どもいきいき学校づくり計画」に基づき、学校規模の適正化に
ついて児童生徒や保護者・地域等に丁寧な説明を行うとともに、跡地利用
についても地域に情報提供するなど、地域全体の合意のもとで総合的に進
めること。

4. 地域等に使用を許可している学校施設だけでなく、余裕教室についても学
校教育に支障のない範囲での活用を検討すること。
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5. 就学援助について、準要保護世帯の所得基準額の引き上げを継続し、対象
世帯の拡大に引き続き努めること。

6. 学校と保護者等との連絡手段について、ペーパーレス化の推進や教職員の
負担軽減の観点から、専用アプリの活用等のデジタル化を推進すること。

７ 学校給食

1. 給食費徴収業務のあり方について見直し、給食会計にかかる事務処理の簡
素化に引き続き努めること。

2. 児童生徒や保護者に説明の上、給食調理業務の民間委託を進めること。

3. 郷土への愛着をはぐくむため、小学校給食等における「なごやめし」の提
供を継続・拡充すること。

８ 生涯学習

1. なごやアクティブ・ライブラリー構想に基づき、図書館整備を進めるこ
と。また、電子書籍の貸し出しなど、引き続き充実したサービスを提供す
ること。

2. 名古屋市科学館及び名古屋市美術館、名古屋市博物館においては、多くの
来館者が訪れる施設であることを踏まえ、来館者が利用しやすい環境を整
えるとともに、多言語対応を充実させること。

3. 市内各所で行われている山車行事や保存されている山車について調査を進
めた上で、国の重要文化財に指定されるよう努めること。

4. 伝統文化や祭りの保存・継承にあたり、国庫補助も活用するなどして引き
続き支援を行うこと。


